
実地指導の実施状況について 

１ 実施状況 

 令和３年度に尾三地区介護保険指定指導事務所において実施した実地指導の実施状況

は以下のとおりである。（令和３年１２月３１日現在） 

 実地指導はすべての事業所に対し、原則３年に１回の頻度で実施するよう計画的に実施

している。令和３年度は新型コロナウイルス感染症の影響もあったが、概ね予定どおり実

施できている。 

サービス種別 管内事業所数 実施数 実施率 

居宅介護支援 58 16 27.6％ 

介護予防支援 13 2 15.4％ 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 2 0 0.0% 

夜間対応型訪問介護 0 0 － 

地域密着型通所介護 20 4 20.0% 

認知症対応型通所介護 

（介護予防含む） 
4 1 25.0% 

小規模多機能型居宅介護 

（介護予防含む） 
5 0 0.0% 

認知症対応型共同生活介護 

（介護予防含む） 
14 4 28.6% 

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 － 

地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護 
7 2 28.6% 

看護小規模多機能型居宅介護 2 1 50.0% 

合 計 125 30 24.0% 

２ 実地指導における指摘事項 

 実地指導における指摘は文書指摘と口頭指摘の２種類あり、これらの違いは次のとおり

である。 

⑴ 文書指摘

主に介護保険法令等に規定された内容に関する指摘事項

⑵ 口頭指摘

主に介護保険法令等に規定されていないが、より良い事業所運営に資する助言的内容

なお、令和３年度の実地指導における指摘事項については別紙のとおりである。 

指摘内容について、サービス種別ごとに記載しているが、全てのサービスに関わる内容

もあるため、全ての内容について確認すること。 

【資料１】
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令
和

３
年

度
実

地
指

導
に

お
け

る
指

摘
事

項
一

覧
 

別
紙

 

●
文

書
指
摘

サ
ー

ビ
ス

種

別
 

指
導

内
容

 
解

説
 

根
拠

 

複
数

事
業

所
 

共
通

 
指

定
内

容
に

変
更

が
生

じ
た

場
合

、
変

更

後
１

０
日

以
内

に
変

更
届

を
提

出
す

る

こ
と

。
 

介
護

保
険

法
の

規
定

に
よ

り
、
指

定
内

容
に

変
更

が
生

じ
た

場
合

は
変

更

後
1
0
日

以
内

に
変

更
届

を
提

出
す

る
こ

と
。

 

な
お

、
や

む
を

得
な

い
事

由
に

よ
り

提
出

が
困

難
な

場
合

は
速

や
か

に
保

険
者

へ
相

談
す

る
こ

と
。

 

介
護

保
険

法
第

7
8
条

の
５

等
 

秘
密

保
持

の
誓

約
書

に
つ

い
て

、
確

認
時

に
す

ぐ
に

提
示

で
き

る
よ

う
に

整
備

す

る
こ

と
。

 

従
業

者
は

も
ち

ろ
ん

、
過

去
に

従
業

者
で

あ
っ

た
者

が
業

務
上

知
り

得
た

利
用

者
又

は
そ

の
家

族
の

秘
密

を
漏

ら
す

こ
と

が
な

い
よ

う
必

要
な

措

置
を

取
る

こ
と

が
義

務
づ

け
ら

れ
て

い
る

。
具

体
的

に
は

、
従

業
者

の
雇

用
時

に
取

り
決

め
、
例

え
ば

違
約

金
に

つ
い

て
の

定
め

を
置

く
な

ど
の

措

置
を

講
ず

べ
き

こ
と

と
す

る
。

 

地
域

密
着

型
基

準
（

※
１

）
第

３
条

の
3
3
第

２
項

等
 

居
宅

介
護

支
援

基
準
（

※
２

）

第
2
3
条

 
従

業
員

の
秘

密
保

持
に

つ
い

て
、
従

業
員

が
退

職
し

た
後

も
秘

密
保

持
が

行
わ

れ

る
よ

う
必

要
な

措
置

を
講

じ
る

こ
と

。
 

個
人

情
報

利
用

に
係

る
同

意
書

を
作

成

し
、

利
用

者
か

ら
同

意
を

得
る

こ
と

。
 

利
用

者
の

個
人

情
報

を
利

用
す

る
場

合
は

利
用

者
自

身
の

同
意

を
、
利

用

者
家

族
の

個
人

情
報

を
利

用
す

る
場

合
は

そ
の

家
族

の
同

意
を

そ
れ

ぞ

れ
事

前
に

得
る

必
要

が
あ

る
。

 

利
用

目
的

は
明

確
に

記
載

し
て

利
用

者
及

び
そ

の
家

族
に

対
し

て
示

す

こ
と

。
 

地
域

密
着

型
基

準
第

３
条

の

3
3
第

3
項

等
 

居
宅

介
護

支
援

基
準

第
2
3
条

第
3
項

等
 

個
人

情
報

利
用

に
係

る
同

意
書

に
つ

い

て
提

供
さ

れ
る

目
的

を
具

体
的

に
記

載

す
る

こ
と

。
 

個
人

情
報

利
用

に
関

す
る

同
意

書
に

つ

い
て

、
日

付
欄

が
な

い
の

で
日

付
欄

を
作

成
し

、
も

れ
な

く
記

載
す

る
こ

と
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サ
ー

ビ
ス

種

別
 

指
導

内
容

 
解

説
 

根
拠

 

複
数

事
業

所
 

共
通

 

（
続

）
 

非
常

災
害

に
関

す
る

計
画

を
策

定
し

、
避

難
訓

練
を

実
施

す
る

こ
と

。
 

消
防

法
第

3
条

に
規

定
す

る
消

防
計

画
及

び
風

水
害

、
地

震
等

の
災

害
に

対
処

す
る

た
め

の
計

画
を

策
定

す
る

必
要

が
あ

る
。
こ

の
場

合
、
消

防
計

画
の

策
定

及
び

消
防

業
務

の
実

施
は

、
防

火
管

理
者
（

防
火

管
理

者
が

不

要
な

事
業

所
に

お
い

て
は

防
火

管
理

に
関

す
る

責
任

者
と

し
て

定
め

た

者
）

が
行

う
こ

と
。

 

避
難

訓
練

に
つ

い
て

は
、
地

域
住

民
の

参
加

が
得

ら
れ

る
よ

う
に

努
め

た

う
え

で
定

期
的

に
実

施
す

る
こ

と
。

 

地
域

密
着

型
基

準
第

3
2
条

、

8
2
条

の
２

等
 

運
営

推
進

会
議

が
開

催
さ

れ
た

記
録

が

確
認

で
き

な
い

た
め

、
速

や
か

に
開

催

し
、

以
降

、
定

期
的

に
開

催
す

る
こ

と
。
 

利
用

者
、
市

町
村

職
員

及
び

地
域

住
民

の
代

表
者

等
に

対
し

、
提

供
し

て

い
る

サ
ー

ビ
ス

内
容

等
を

明
ら

か
に

す
る

こ
と

に
よ

り
、
サ

ー
ビ

ス
の

質

の
確

保
を

図
る

こ
と

を
目

的
と

し
て

設
置

す
る

も
の

で
あ

り
、
各

事
業

所

が
自

ら
設

置
す

べ
き

も
の

で
あ

る
。

 

や
む

を
得

な
い

事
情

に
よ

り
開

催
が

困
難

な
場

合
は

、
保

険
者

に
相

談
を

行
っ

た
う

え
で

、
書

面
開

催
と

す
る

な
ど

の
対

応
を

検
討

す
る

こ
と

。
 

地
域

密
着

型
基

準
第

3
4
条

第

1
項

等
 

研
修

計
画

を
策

定
し

、
従

業
員

に
対

し
て

研
修

を
定

期
的

に
実

施
す

る
こ

と
。

 

研
修

計
画

の
策

定
は

加
算

の
算

定
要

件
と

な
っ

て
い

る
場

合
も

あ
る

た

め
、
事

前
に

、
例

え
ば

前
年

度
中

に
次

年
度

末
ま

で
の

計
画

を
策

定
し

て

お
く

こ
と

が
望

ま
し

い
。

 

な
お

、
必

ず
し

も
毎

月
の

研
修

内
容

に
関

す
る

計
画

を
策

定
し

て
お

く
必

要
は

な
い

が
、
最

低
限

、
運

営
規

程
等

に
記

載
し

て
い

る
新

人
職

員
研

修

な
ど

に
つ

い
て

は
、
各

事
業

所
に

お
い

て
定

め
て

い
る

規
定

ど
お

り
に

実

施
す

る
こ

と
。

 

地
域

密
着

型
基

準
第

3
条

の

3
0
第

4
項

等
 

居
宅

介
護

支
援

基
準

第
1
9
条

第
3
項
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サ
ー

ビ
ス

種

別
 

指
導

内
容

 
解

説
 

根
拠

 

複
数

事
業

所
 

共
通

 

（
続

）
 

身
体

拘
束

等
の

適
正

化
の

た
め

の
措

置

が
一

部
講

じ
ら

れ
て

い
な

い
た

め
、
速

や

か
に

改
善

計
画

を
作

成
し

市
に

提
出

す

る
こ

と
。
ま

た
、
事

実
が

生
じ

た
月

か
ら

３
月

後
に

改
善

状
況

を
市

に
報

告
す

る

こ
と

。
 

身
体

拘
束

等
の

適
正

化
の

た
め

の
措

置
と

し
て

、
定

期
的

な
委

員
会

の
開

催
、
指

針
の

整
備

及
び

研
修

の
実

施
が

規
定

さ
れ

て
お

り
、
現

状
、
身

体

拘
束

を
実

施
し

て
い

な
い

場
合

で
あ

っ
て

も
こ

れ
ら

の
措

置
を

講
じ

る

必
要

が
あ

る
。

 

な
お

、
こ

こ
で

い
う

事
実

が
生

じ
た

月
と

は
、
措

置
が

講
じ

ら
れ

て
い

な

い
こ

と
が

確
認

さ
れ

た
日
（

以
下

、「
事

実
が

生
じ

た
日

」
と

い
う

。
）
の

属
す

る
月

を
指

し
、
例

え
ば

実
地

指
導

に
お

い
て

明
ら

か
に

な
っ

た
場

合

は
実

地
指

導
が

行
わ

れ
た

日
の

属
す

る
月

を
指

す
。

 

ま
た

、
速

や
か

に
改

善
計

画
を

提
出

と
あ

る
の

は
、
事

実
が

生
じ

た
日

か

ら
起

算
し

て
概

ね
１

～
２

週
間

程
度

で
あ

る
。

 

・
地

域
密

着
型

基
準

第
7
3
条

等
 

・
「

身
体

拘
束

等
の

廃
止

に
関

す
る

指
導

及
び

身
体

拘
束

廃
止

未
実

施

減
算

の
適

用
の

考
え

方
に

つ
い

て

（
疑

義
照

会
回

答
）
」（

令
和

3
年

2

月
18

日
厚

生
労

働
省

老
健

局
総

務

課
介

護
保

険
指

導
室

事
務

連
絡

）
 

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
に

関
す

る
記

録
等

を

整
備

し
、
そ

の
完

結
の

日
か

ら
５

年
間

保

存
す

る
こ

と
。

 

サ
ー

ビ
ス

提
供

に
関

す
る

記
録

の
保

存
に

つ
い

て
、
利

用
者

と
の

契
約

終

了
か

ら
起

算
し

て
５

年
間

の
保

管
が

必
要

と
な

る
。

 

保
存

期
間

の
起

算
日

に
注

意
す

る
こ

と
。

 

地
域

密
着

型
基

準
第

3
条

の

4
0
等

 

居
宅

介
護

支
援

基
準

第
2
9
条

第
2
項

 

保
存

年
限

は
各

自
治

体
の

条

例
に

よ
る

 

認
知

症
対

応

型
共

同
生

活

介
護

 

管
理

者
は

、
常

勤
の

者
を

配
置

す
る

こ

と
。
ま

た
、
別

の
職

務
を

兼
務

す
る

場
合

は
、

同
一

敷
地

内
に

限
る

こ
と

。
 

管
理

者
は

常
勤

専
従

で
あ

る
こ

と
が

原
則

で
あ

る
。
兼

務
は

例
外

的
に

認

め
ら

れ
る

も
の

で
あ

る
こ

と
を

認
識

し
た

上
で

、
従

業
者

を
適

切
に

配
置

す
る

こ
と

。
 

地
域

密
着

型
基

準
第

9
1
条

 

計
画

作
成

担
当

者
は

、
少

な
く

と
も

１
人

は
「

介
護

支
援

専
門

員
」
の

資
格

を
有

し

て
い

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

が
、
有

効
期

限

が
切

れ
て

い
る

た
め

、
早

急
に

資
格

の
更

新
を

行
う

こ
と

。
 

介
護

支
援

専
門

員
が

配
置

さ
れ

て
い

な
い

場
合

、
人

員
基

準
欠

如
と

な

り
、

減
算

の
対

象
と

な
る

た
め

、
速

や
か

に
是

正
す

る
こ

と
。

 

地
域

密
着

型
基

準
第

9
0
条

第

7
項
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サ
ー

ビ
ス

種

別
 

指
導

内
容

 
解

説
 

根
拠

 

認
知

症
対

応

型
共

同
生

活

介
護

 

（
続

）
 

 

夜
勤

職
員

は
共

同
生

活
住

居
ご

と
に

１

以
上

配
置

す
る

こ
と

。
 

夜
勤

職
員

は
共

同
生

活
住

居
（

ユ
ニ

ッ
ト

）
ご

と
に

時
間

対
を

通
じ

て
1

以
上

の
配

置
が

必
要

と
な

る
。

 

例
外

規
定

が
設

け
ら

れ
て

い
る

の
は

３
ユ

ニ
ッ

ト
の

場
合

に
限

る
た

め

注
意

す
る

こ
と

。
 

地
域

密
着

型
基

準
第

9
0
条

第

1
項

 

共
同

生
活

住
居

ご
と

に
、
日

中
の

時
間

常

に
介

護
従

事
者

を
常

時
１

人
以

上
確

保

す
る

こ
と

。
 

日
中

時
間

帯
は

ユ
ニ

ッ
ト

毎
に

常
時

1
以

上
の

介
護

従
事

者
が

必
要

と
な

る
。

 

ま
た

、
そ

れ
以

外
に

利
用

者
数

に
応

じ
て

必
要

と
な

る
職

員
の

1
日

当
た

り
の

延
勤

務
時

間
数

に
つ

い
て

も
規

定
が

あ
る

た
め

注
意

す
る

こ
と

。
 

地
域

密
着

型
解

釈
通

知
（

※

３
）

五
２

(
1
)
②

イ
 

共
同

生
活

住
居

ご
と

に
、
介

護
従

業
者

の

日
々

の
勤

務
体

制
、
常

勤
・
非

常
勤

の
別

、

管
理

者
と

の
兼

務
体

制
、
夜

間
及

び
深

夜

の
勤

務
の

担
当

者
等

を
明

確
に

す
る

こ

と
。

 

利
用

者
に

対
し

、
適

切
な

指
定

認
知

症
対

応
型

共
同

生
活

介
護

を
提

供
で

き
る

よ
う

、
従

業
者

の
勤

務
の

体
制

を
定

め
て

お
く

と
と

も
に

、
介

護
従

業
者

の
勤

務
の

体
制

を
定

め
る

に
当

た
っ

て
は

、
利

用
者

が
安

心
し

て
日

常
生

活
を

送
る

こ
と

が
で

き
る

よ
う

、
担

当
の

介
護

従
業

者
を

固
定

す
る

等
の

継
続

性
を

重
視

し
た

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
に

配
慮

し
な

け
れ

ば
な

ら

な
い

。
 

地
域

密
着

型
解

釈
通

知
五

４

(
9
)
①

 

身
体

拘
束

適
正

化
に

つ
い

て
、
委

員
会

の

開
催

と
研

修
の

実
施

が
な

い
。
速

や
か

に

改
善

計
画

を
提

出
し

、
事

実
が

生
じ

た
月

か
ら

改
善

が
認

め
ら

れ
る

ま
で

の
期

間

に
つ

い
て

、
入

所
者

全
員

に
つ

い
て

、
身

体
拘

束
廃

止
未

実
施

減
算

を
算

定
す

る

こ
と

。
 

身
体

拘
束

廃
止

未
実

施
減

算
は

、
実

際
の

身
体

拘
束

の
有

無
に

関
わ

ら

ず
、
身

体
拘

束
適

正
化

を
図

る
た

め
の

措
置

が
講

じ
ら

れ
て

い
な

い
場

合

に
利

用
者

全
員

に
つ

い
て

所
定

の
単

位
数

か
ら

減
算

す
る

も
の

で
あ

る
。
 

こ
こ

で
い

う
「

事
実

が
生

じ
た

月
」
と

は
、
例

え
ば

、
指

導
に

お
い

て
委

員
会

の
開

催
が

さ
れ

て
い

な
い

こ
と

が
確

認
さ

れ
た

日
の

属
す

月
を

指

し
、「

速
や

か
に

改
善

計
画

を
提

出
」
と

は
事

実
が

生
じ

た
日

か
ら

概
ね

1

～
2
週

間
の

期
間

を
指

す
。

 

改
善

状
況

の
確

認
は

事
実

が
生

じ
た

月
か

ら
3
月

後
に

実
施

す
る

た
め

、

身
体

拘
束

適
正

化
の

措
置

が
講

じ
ら

れ
て

い
な

い
こ

と
が

確
認

さ
れ

た

場
合

、
最

低
３

月
は

減
算

適
用

と
な

る
。

 

・
地

域
密

着
型

基
準

第
9
7
条

等
 

・
「

身
体

拘
束

等
の

廃
止

に
関

す
る

指
導

及
び

身
体

拘
束

廃
止

未
実

施

減
算

の
適

用
の

考
え

方
に

つ
い

て

（
疑

義
照

会
回

答
）
」（

令
和

3
年

2

月
18

日
厚

生
労

働
省

老
健

局
総

務

課
介

護
保

険
指

導
室

事
務

連
絡

）
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サ
ー

ビ
ス

種

別
 

指
導

内
容

 
解

説
 

根
拠

 

認
知

症
対

応

型
共

同
生

活

介
護

 

（
続

）
 

夜
勤

職
員

の
配

置
基

準
を

満
た

し
て

い

な
い

月
が

あ
る

た
め

、
事

実
が

生
じ

た
月

の
翌

月
か

ら
改

善
が

認
め

ら
れ

た
月

ま

で
の

期
間

、
夜

勤
体

制
に

よ
る

減
算

を
算

定
す

る
こ

と
。

 

夜
勤

を
行

う
職

員
の

員
数

が
基

準
に

満
た

な
い

場
合

、
そ

の
翌

月
か

ら
利

用
者

全
員

に
つ

い
て

、
所

定
単

位
数

が
減

算
さ

れ
る

。
 

夜
勤

を
行

う
職

員
の

員
数

は
、
夜

勤
時

間
帯

を
通

じ
て

配
置

さ
れ

る
べ

き

職
員

の
員

数
で

あ
り

、
複

数
の

職
員

が
交

代
で

勤
務

す
る

こ
と

に
よ

り
当

該
基

準
を

満
た

し
て

も
構

わ
な

い
。

 

夜
勤

を
行

う
職

員
の

不
足

状
態

が
続

く
場

合
に

は
、
市

町
村

に
お

い
て

指

定
の

取
消

し
も

検
討

す
る

。
 

地
域

密
着

型
加

算
要

件
通

知

（
※

４
）

第
２

の
１

(
９

)
 

医
療

連
携

体
制

加
算

に
つ

い
て

、
利

用
者

の
同

意
を

得
た

月
の

前
月

ま
で

に
つ

い

て
、

報
酬

の
返

還
を

行
う

こ
と

。
 

医
療

連
携

体
制

加
算

は
、
環

境
の

変
化

に
影

響
を

受
け

や
す

い
認

知
症

高

齢
者

が
、
可

能
な

限
り

継
続

し
て

認
知

症
対

応
型

共
同

生
活

介
護

事
業

所

で
生

活
を

継
続

で
き

る
よ

う
に

、
日

常
的

な
健

康
管

理
を

行
っ

た
り

、
医

療
ニ

ー
ズ

が
必

要
と

な
っ

た
場

合
に

適
切

な
対

応
が

と
れ

る
等

の
体

制

を
整

備
し

て
い

る
事

業
所

を
評

価
す

る
も

の
で

あ
る

。
 

当
該

加
算

の
い

ず
れ

に
つ

い
て

も
、
重

度
化

し
た

場
合

の
対

応
に

係
る

指

針
を

定
め

、
入

居
の

際
に

、
利

用
者

又
は

そ
の

家
族

に
対

し
て

、
当

該
指

針
の

内
容

を
説

明
し

、
同

意
を

得
る

必
要

が
あ

る
。

 

地
域

密
着

型
加

算
要

件
通

知

第
２

の
６

(
９

)
 

看
取

り
加

算
を

算
定

し
た

利
用

者
に

つ

い
て

、
加

算
の

要
件

で
あ

る
方

針
の

同
意

が
取

れ
て

い
な

い
の

で
、
報

酬
を

返
還

す

る
こ

と
。

 

看
取

り
介

護
加

算
は

、
医

師
が

、
一

般
に

認
め

ら
れ

て
い

る
医

学
的

知
見

に
基

づ
き

回
復

の
見

込
み

が
な

い
と

診
断

し
た

利
用

者
に

つ
い

て
、
そ

の

旨
を

利
用

者
又

は
そ

の
家

族
等

に
対

し
て

説
明

し
、
そ

の
後

の
療

養
及

び

介
護

に
関

す
る

方
針

に
つ

い
て

の
合

意
を

得
た

場
合

に
お

い
て

、
医

師
、

看
護

職
員

、
介

護
職

員
、

介
護

支
援

専
門

員
等

が
共

同
し

て
、
随

時
、
利

用
者

等
に

対
し

て
十

分
な

説
明

を
行

い
、
療

養
及

び
介

護
に

関
す

る
合

意

を
得

な
が

ら
、
利

用
者

が
そ

の
人

ら
し

く
生

き
、
そ

の
人

ら
し

い
最

期
が

迎
え

ら
れ

る
よ

う
支

援
す

る
こ

と
を

主
眼

と
し

て
設

け
た

も
の

で
あ

る
。
 

地
域

密
着

加
算

要
件

通
知

 

第
２

の
６

（
７

）
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サ
ー

ビ
ス

種

別
 

指
導

内
容

 
解

説
 

根
拠

 

地
域

密
着

型

介
護

老
人

福

祉
入

所
者

生

活
介

護
 

施
設

サ
ー

ビ
ス

計
画

は
入

所
後

サ
ー

ビ

ス
開

始
ま

で
に

利
用

者
に

説
明

を
行

い
、

同
意

を
得

る
こ

と
。

 

地
域

密
着

型
施

設
サ

ー
ビ

ス
計

画
は

、
入

所
者

の
希

望
を

尊
重

し
て

作
成

さ
れ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
こ

の
た

め
、
計

画
担

当
介

護
支

援
専

門
員

に
、

地
域

密
着

型
施

設
サ

ー
ビ

ス
計

画
の

作
成

に
当

た
っ

て
は

、
こ

れ
に

位
置

付
け

る
サ

ー
ビ

ス
の

内
容

を
説

明
し

た
上

で
文

書
に

よ
っ

て
入

所
者

の

同
意

を
得

る
こ

と
を

義
務

づ
け

る
こ

と
に

よ
り

、
サ

ー
ビ

ス
の

内
容

へ
の

入
所

者
の

意
向

の
反

映
の

機
会

を
保

障
し

よ
う

と
す

る
も

の
で

あ
る

。
 

ま
た

、
必

要
に

応
じ

て
入

所
者

の
家

族
に

対
し

て
も

説
明

を
行

い
同

意
を

得
る

こ
と

が
望

ま
し

い
。

 

地
域

密
着

型
基

準
第

1
3
8
条

第
7
項

 

管
理

者
の

責
務

を
果

た
す

こ
と

。
 

管
理

者
の

責
務

と
は

、
事

業
所

の
従

業
者

の
管

理
及

び
サ

ー
ビ

ス
利

用
の

申
し

込
み

に
係

る
調

整
、
業

務
の

実
施

状
況

の
把

握
そ

の
他

の
管

理
を

一

元
的

に
行

う
と

と
も

に
、
事

業
所

の
従

業
者

に
省

令
等

で
定

め
る

運
営

に

関
す

る
基

準
を

遵
守

さ
せ

る
こ

と
。

 

地
域

密
着

型
基

準
第

2
8
条

等
 

介
護

職
員

を
適

正
に

配
置

す
る

こ
と

。
 

ユ
ニ

ッ
ト

型
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

入
所

者
生

活
介

護
に

お

い
て

 

・
昼

間
に

つ
い

て
は

、
ユ

ニ
ッ

ト
ご

と
に

常
時

一
人

以
上

の
介

護
職

員
又

は
看

護
職

員
を

配
置

す
る

こ
と

。
 

・
夜

間
及

び
深

夜
に

つ
い

て
は

、
二

ユ
ニ

ッ
ト

ご
と

に
一

人
以

上
の

介
護

職
員

又
は

看
護

職
員

を
夜

間
及

び
深

夜
の

勤
務

に
従

事
す

る
職

員
と

し

て
配

置
す

る
こ

と
。

 

・
ユ

ニ
ッ

ト
ご

と
に

、
常

勤
の

ユ
ニ

ッ
ト

リ
ー

ダ
ー

を
配

置
す

る
こ

と

な
お

、
ユ

ニ
ッ

ト
リ

ー
ダ

ー
に

つ
い

て
は

、
原

則
、
２

人
以

上
は

ユ
ニ

ッ

ト
ケ

ア
リ

ー
ダ

ー
研

修
受

講
者

と
す

る
こ

と
。

地
域

密
着

型
基

準
1
6
7
条

第

２
項
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サ
ー

ビ
ス

種

別
 

指
導

内
容

 
解

説
 

根
拠

 

地
域

密
着

型

介
護

老
人

福

祉
入

所
者

生

活
介

護
 

（
続

）
 

衛
生

管
理

に
つ

い
て

、
感

染
症

及
び

食
中

毒
の

予
防

及
び

ま
ん

延
防

止
の

た
め

の

指
針

を
整

備
し

、
委

員
会

の
開

催
、
定

期

的
な

訓
練

・
研

修
を

行
う

こ
と

。
 

指
針

に
つ

い
て

、
施

設
内

の
衛

生
管

理
や

日
常

の
ケ

ア
に

か
か

る
感

染
対

策
な

ど
の

平
常

時
の

対
策

と
、
発

生
状

況
の

把
握

や
感

染
拡

大
の

防
止

な

ど
の

発
生

時
の

対
応

を
規

定
す

る
。

 

委
員

会
に

つ
い

て
、
幅

広
い

職
種

に
よ

り
構

成
し

、
概

ね
３

月
に

１
回

以

上
、
定

期
的

に
開

催
す

る
と

と
も

に
、
感

染
症

が
流

行
す

る
時

期
等

を
勘

案
し

て
必

要
に

応
じ

て
随

時
開

催
す

る
こ

と
。

 

訓
練
・
研

修
に

つ
い

て
、

感
染

対
策

の
基

礎
的

内
容

等
の

適
切

な
知

識
を

普
及
・
啓

発
す

る
と

と
も

に
、
当

該
施

設
に

お
け

る
指

針
に

基
づ

い
た

衛

生
管

理
の

徹
底

や
衛

生
的

な
ケ

ア
の

励
行

を
年

２
回

以
上

行
う

も
の

と

す
る

。
 

地
域

密
着

型
基

準
第

1
5
1
条

 

虐
待

防
止

の
対

応
と

し
て

、
虐

待
が

疑
わ

し
い

事
案

が
発

生
し

た
ら

必
ず

市
へ

通

報
す

る
こ

と
。
今

後
も

通
報

が
漏

れ
る

こ

と
の

内
容

に
従

業
員

へ
の

周
知

徹
底

、
相

談
・

通
報

体
制

の
整

備
を

行
う

こ
と

。
 

令
和

３
年

の
制

度
改

正
に

よ
り

、
虐

待
の

防
止

等
の

た
め

、
必

要
な

体
制

の
整

備
を

行
う

と
と

も
に

、
そ

の
従

業
者

に
対

し
、
研

修
を

実
施

す
る

等

の
措

置
を

講
じ

る
こ

と
が

義
務

づ
け

ら
れ

て
い

る
た

め
留

意
す

る
こ

と
。
 

高
齢

者
虐

待
の

防
止

、
高

齢

者
の

養
護

者
に

対
す

る
支

援

等
に

関
す

る
法

律
第

2
1
条

 

事
故

発
生

防
止

の
た

め
の

措
置

と
し

て
、

指
針

の
整

備
を

行
う

こ
と

。
 

指
針

の
内

容
に

つ
い

て
、
事

故
が

発
生

し
た

場
合

の
対

応
、
報

告
の

方
法

等
が

記
載

が
必

要
で

あ
る

。
 

ま
た

、
指

針
以

外
の

事
故

発
生

防
止

の
措

置
に

つ
い

て
は

、
次

の
と

お
り

で
あ

る
。

 

・
事

故
が

発
生

し
た

場
合

又
は

そ
れ

に
至

る
危

険
性

が
あ

る
事

態
が

生
じ

た
場

合
に

、
当

該
事

実
が

報
告

さ
れ

、
そ

の
分

析
を

通
し

た
改

善
策

に
つ

い
て

、
従

業
者

に
周

知
徹

底
を

図
る

体
制

の
整

備
。

 

・
事

故
発

生
の

防
止

の
た

め
の

委
員

会
及

び
従

業
者

に
対

す
る

定
期

的
な

研
修

の
実

施
 

・
こ

れ
ら

措
置

を
適

切
に

実
施

す
る

た
め

の
担

当
者

の
配

置

地
域

密
着

型
基

準
第

1
5
5
条

第
1
項
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サ
ー

ビ
ス

種

別
 

指
導

内
容

 
解

説
 

根
拠

 

地
域

密
着

型

介
護

老
人

福

祉
入

所
者

生

活
介

護
 

（
続

）
 

令
和

３
年

６
月

以
降

、
ユ

ニ
ッ

ト
リ

ー
ダ

ー
を

２
名

配
置

す
る

必
要

が
あ

る
が

配

置
が

な
い

。
ま

た
、
昼

間
に

は
１

ユ
ニ

ッ

ト
１

名
以

上
配

置
が

必
要

だ
が

、
配

置
が

な
い

た
め

、
基

準
に

満
た

な
い

状
況

が
発

生
し

た
日

の
そ

の
翌

々
月

か
ら

人
員

体

制
が

改
善

し
た

月
ま

で
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア

体
制

未
整

備
減

算
を

算
定

す
る

こ
と

。
 

ユ
ニ

ッ
ト

ケ
ア

体
制

未
整

備
減

算
は

、
①

日
中

時
間

帯
に

、
ユ

ニ
ッ

ト
ご

と
に

常
時

１
人

以
上

の
介

護
職

員
又

は
看

護
職

員
を

配
置

す
る

こ
と

。
②

ユ
ニ

ッ
ト

ご
と

に
、
常

勤
の

ユ
ニ

ッ
ト

リ
ー

ダ
ー

を
配

置
す

る
こ

と
。
の

2
つ

の
要

件
を

満
た

さ
な

い
状

況
が

発
生

し
た

場
合

に
適

用
と

な
る

。
 

常
勤

の
ユ

ニ
ッ

ト
リ

ー
ダ

ー
の

う
ち

２
人

以
上

は
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
リ

ー

ダ
ー

研
修

受
講

者
を

配
置

し
、
研

修
受

講
者

が
配

置
さ

れ
て

い
る

ユ
ニ

ッ

ト
以

外
の

ユ
ニ

ッ
ト

で
は

ユ
ニ

ッ
ト

に
お

け
る

ケ
ア

に
責

任
を

持
つ

従

業
者

を
決

め
る

こ
と

で
足

り
る

。（
研

修
未

受
講

者
で

も
可

）
ユ

ニ
ッ

ト
リ

ー
ダ

ー
に

つ
い

て
必

要
と

さ
れ

る
研

修
受

講
者

の
数

に
は

、
当

面
は

、
ユ

ニ
ッ

ト
リ

ー
ダ

ー
以

外
の

研
修

受
講

者
で

あ
っ

て
、
研

修
を

受
講

し
て

い

な
い

ユ
ニ

ッ
ト

リ
ー

ダ
ー

に
対

し
て

研
修

で
得

た
知

識
等

を
伝

達
す

る

と
と

も
に

、
ユ

ニ
ッ

ト
ケ

ア
に

関
し

て
指

導
及

び
助

言
を

行
う

こ
と

が
で

き
る

者
を

含
め

て
差

し
支

え
な

い
。

 

ユ
ニ

ッ
ト

型
指

定
地

域
密

着
型

介
護

老
人

福
祉

施
設

と
ユ

ニ
ッ

ト
型

又

は
一

部
ユ

ニ
ッ

ト
型

の
指

定
短

期
入

所
生

活
介

護
事

業
所

が
併

設
さ

れ

て
い

る
場

合
に

は
、
研

修
受

講
者

を
そ

れ
ぞ

れ
に

２
名

以
上

配
置

す
る

必

要
は

な
く

、
ユ

ニ
ッ

ト
型

施
設

及
び

併
設

す
る

ユ
ニ

ッ
ト

型
事

業
所

を
一

体
の

も
の

と
み

な
し

て
、
合

計
２

名
以

上
の

研
修

受
講

者
が

配
置

さ
れ

て

い
れ

ば
よ

い
。

 

地
域

密
着

型
加

算
要

件
通

知

第
２

の
８

（
４

）
他

 

事
故

発
生

防
止

の
た

め
講

じ
る

べ
き

措

置
と

し
て

指
針

の
整

備
が

さ
れ

て
い

な

い
た

め
、
事

実
が

生
じ

た
月

の
翌

月
か

ら

基
準

に
満

た
な

い
状

況
が

解
消

さ
れ

る

に
至

っ
た

月
ま

で
安

全
管

理
体

制
未

実

施
減

算
を

算
定

す
る

こ
と

。
 

安
全

管
理

体
制

未
実

施
減

算
に

つ
い

て
は

、
指

定
地

域
密

着
型

サ
ー

ビ
ス

基
準

第
1
5
5
条

第
１

項
に

規
定

す
る

基
準

を
満

た
さ

な
い

事
実

が
生

じ
た

場
合

に
、
そ

の
翌

月
か

ら
基

準
に

満
た

な
い

状
況

が
解

消
さ

れ
る

に
至

っ

た
月

ま
で

、
入

所
者

全
員

に
つ

い
て

、
所

定
単

位
数

か
ら

減
算

す
る

も
の

で
あ

る
。

 

地
域

密
着

型
加

算
要

件
通

知

第
２

の
８

（
６

）
他
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サ
ー

ビ
ス

種

別
 

指
導

内
容

 
解

説
 

根
拠

 

地
域

密
着

型

介
護

老
人

福

祉
入

所
者

生

活
介

護
 

（
続

）
 

夜
勤

を
行

う
介

護
職

員
又

は
看

護
職

員

が
常

勤
換

算
で

２
以

上
配

置
す

る
必

要

が
あ

る
が

、
２

を
下

回
っ

て
い

る
月

が
あ

る
。
指

示
し

た
期

間
に

つ
い

て
、
夜

勤
職

員
配

置
加

算
（

Ⅱ
）
イ

に
係

る
報

酬
の

返

還
を

行
う

こ
と

。
 

加
算

の
算

定
要

件
は

確
実

に
満

た
す

こ
と

を
常

に
確

認
す

る
こ

と
。

ま

た
、
夜

勤
職

員
配

置
加

算
に

つ
い

て
は

見
守

り
機

器
等

を
活

用
す

る
こ

と

で
人

員
に

関
す

る
要

件
を

緩
和

で
き

る
場

合
も

あ
る

た
め

、
そ

れ
ら

も
活

用
し

な
が

ら
適

切
に

職
員

を
配

置
す

る
こ

と
。

 

地
域

密
着

型
加

算
要

件
通

知

第
２

の
１

(
９

)
 

看
護

小
規

模

多
機

能
型

居

宅
介

護
 

服
薬

管
理

に
つ

い
て

、
短

期
間

の
う

ち
に

同
一

の
人

物
に

対
し

て
不

手
際

が
生

じ

て
い

る
た

め
、
再

発
防

止
の

対
策

を
講

じ

る
こ

と
。

 

同
一

人
物

に
対

し
て

短
期

間
の

う
ち

に
同

様
の

事
故

及
び

ヒ
ヤ

リ
ハ

ッ

ト
が

生
じ

た
こ

と
に

つ
い

て
は

再
発

防
止

策
が

不
十

分
で

あ
っ

た
と

言

わ
ざ

る
を

得
な

い
。

 

重
大

な
事

故
の

発
生

を
未

然
に

防
ぐ

た
め

に
も

再
発

防
止

策
を

十
分

に

講
じ

た
う

え
で

、
従

業
者

全
員

に
周

知
徹

底
さ

せ
て

お
く

必
要

が
あ

る
。
 

地
域

密
着

型
基

準
第

第
３

条

の
3
8
等

 

※
１

 
「

地
域

密
着

型
基

準
」

と
は

、
「

指
定

地
域

密
着

型
サ

ー
ビ

ス
の

事
業

の
人

員
、

設
備

及
び

運
営

に
関

す
る

基
準

」
（

平
成

1
8
年

3
月

14
日

号
外

厚
生

労
働

省
令

第
3
4
号

）
を

指
す

。
 

※
２

 
「

居
宅

介
護

支
援

基
準

」
と

は
、
「

指
定

居
宅

介
護

支
援

等
の

事
業

の
人

員
及

び
運

営
に

関
す

る
基

準
」

(
平

成
1
1
年

3
月

3
1
日

号
外

厚
生

省
令

第
3
8
号

)
を

指

す
。

 

※
３

 
「

地
域

密
着

型
解

釈
通

知
」
と

は
、「

指
定

地
域

密
着

型
サ

ー
ビ

ス
及

び
指

定
地

域
密

着
型

介
護

予
防

サ
ー

ビ
ス

に
関

す
る

基
準

に
つ

い
て

」
(
平

成
1
8
年

3
月

3
1

日
老

計
発

第
0
3
3
1
0
0
4
号

、
老

振
発

第
0
3
3
1
0
0
4
号

、
老

老
発

第
0
3
3
1
0
1
7
号

)
を

指
す

。
 

※
４

 
「

地
域

密
着

型
加

算
要

件
通

知
」
と

は
、「

指
定

地
域

密
着

型
サ

ー
ビ

ス
に

要
す

る
費

用
の

額
の

算
定

に
関

す
る

基
準

及
び

指
定

地
域

密
着

型
介

護
予

防
サ

ー
ビ

ス

に
要

す
る

費
用

の
額

の
算

定
に

関
す

る
基

準
の

制
定

に
伴

う
実

施
上

の
留

意
事

項
に

つ
い

て
」

(
平

成
1
8
年

3
月

3
1
日

 
老
計

発
第

0
3
3
1
0
0
5
号

、
老

振
発

第

0
3
3
1
0
0
5
号

、
老

老
発

第
0
3
3
1
0
1
8
号

)
を

指
す

。
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●
口

頭
指
摘

サ
ー

ビ
ス

種
別

指
導

内
容

 
解

説
 

複
数

サ
ー

ビ
ス

共
通

 

運
営

規
程

、
重

要
事

項
説

明
書

及
び

契
約

書
等

に
不

適
切

な

文
言

が
見

受
け

ら
れ

る
の

で
、

是
正

す
る

こ
と

。
 

主
な

内
容

は
【

参
考

】
の

と
お

り
 

研
修

の
記

録
は

、
事

業
所

内
で

内
容

を
共

有
し

て
い

る
こ

と

が
客

観
的

に
分

か
る

よ
う

に
記

録
を

残
す

こ
と

。
 

研
修

内
容

は
特

定
の

職
員

の
み

で
留

め
ず

、
事

業
所

全
体

で
広

く
共

有
し

、
事

業
所

の

職
員

全
体

の
ス

キ
ル

ア
ッ

プ
に

活
用

さ
れ

た
い

。
そ

の
場

合
、
事

業
所

全
体

で
内

容
が

共
有

さ
れ

て
い

る
こ

と
が

客
観

的
に

判
断

で
き

る
よ

う
、

例
え

ば
閲

覧
者

の
サ

イ
ン

を
記

載
す

る
な

ど
の

取
組

を
行

う
こ

と
が

望
ま

し
い

。
 

職
員

が
研

修
を

受
け

た
と

き
は

、
供

覧
等

に
よ

り
そ

の
内

容

を
事

業
所

内
で

共
有

す
る

こ
と

。
 

特
定

事
業

所
加

算
の

要
件

に
つ

い
て

、
研

修
計

画
は

前
年

度

中
に

作
成

す
る

こ
と

。
 

特
定

事
業

所
加

算
の

要
件

で
あ

る
「

計
画

的
に

研
修

を
実

施
し

て
い

る
こ

と
」
と

は
、

当
該

事
業

所
に

お
け

る
介

護
支

援
専

門
員

の
資

質
向

上
の

た
め

の
研

修
体

系
と

当
該

研
修

実
施

の
た

め
の

勤
務

体
制

の
確

保
を

定
め

る
と

と
も

に
、

介
護

支
援

専
門

員
に

つ
い

て
個

別
具

体
的

な
研

修
の

目
標

、
内

容
、
研

修
期

間
、
実

施
時

期
等

に
つ

い
て

、

毎
年

度
少

な
く

と
も

次
年

度
が

始
ま

る
ま

で
に

次
年

度
の

計
画

を
定

め
る

必
要

が
あ

る
。

 

今
回

の
ケ

ー
ス

で
は

研
修

計
画

の
策

定
日

が
４

月
１

日
と

な
っ

て
い

る
た

め
、

是
正

す
る

必
要

が
あ

る
。

 

職
場

に
お

け
る

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

防
止

の
た

め
の

措
置

に
つ

い
て

、
従

業
員

に
周

知
を

行
う

こ
と

。
 

令
和

４
年

４
月

１
日

か
ら

当
該

措
置

を
講

じ
る

こ
と

が
義

務
化

さ
れ

る
た

め
、

適
切

に
準

備
す

る
こ

と
。

 

居
宅

介
護

支
援

 

勤
務

実
態

が
は

っ
き

り
し

な
い

従
業

員
が

お
り

、
年

休
簿

が

整
備

さ
れ

て
い

な
い

た
め

、
労

務
管

理
の

体
制

を
整

え
る

こ

と
。

 

従
業

員
の

出
勤

簿
、
年

休
簿

等
は

適
切

に
整

備
し

、
客

観
的

に
勤

務
実

態
が

判
断

で
き

る
よ

う
に

し
て

お
く

必
要

が
あ

る
。

 

場
合

に
よ

っ
て

は
、
人

員
が

適
切

に
配

置
さ

れ
て

い
な

い
と

見
な

し
、
人

員
基

準
欠

如

と
し

て
指

摘
す

る
。
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サ
ー

ビ
ス

種
別

指
導

内
容

 
解

説
 

居
宅

介
護

支
援

 

勤
務

す
る

従
業

者
が

１
人

の
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

で
あ

り
に

お
い

て
、

出
勤

の
詳

細
が

不
明

と
な

っ
て

い
る

た
め

、

出
勤

簿
を

作
成

す
る

こ
と

。
 

事
業

所
に

勤
務

す
る

従
業

員
が

１
人

だ
け

で
あ

っ
て

も
、

勤
務

状
況

が
客

観
的

に
判

断
で

き
る

書
類

を
整

備
す

る
こ

と
。

 

居
宅

介
護

支
援

 

営
業

と
し

て
い

る
日

に
つ

い
て

は
、
連

絡
が

取
れ

る
体

制
が

と
ら

れ
て

い
る

こ
と

が
確

認
で

き
る

よ
う

法
人

と
し

て
居

宅
に

人
員

を
置

く
こ

と
。

 

営
業

日
は

常
に

連
絡

が
取

れ
る

よ
う

、
電

話
当

番
な

ど
の

人
員

を
配

置
す

る
ほ

か
転

送
機

能
等

を
活

用
し

、
利

用
者

の
処

遇
に

支
障

が
な

い
よ

う
に

す
る

こ
と

。
 

居
宅

介
護

支
援

 

利
用

者
の

介
護

計
画

に
つ

い
て

、
利

用
者

の
趣

味
な

ど
を

生

か
し

た
計

画
作

り
に

努
め

る
こ

と
。

 

ケ
ア

プ
ラ

ン
の

原
則

は
セ

ル
フ

ケ
ア

プ
ラ

ン
で

あ
る

。
本

来
、
利

用
者

自
身

が
決

定
す

べ
き

将
来

の
こ

と
が

、
病

気
な

ど
の

理
由

に
よ

り
で

き
な

い
た

め
、
介

護
支

援
専

門
員

が
代

わ
り

に
プ

ラ
ン

を
作

成
す

る
。

単
に

要
望

と
サ

ー
ビ

ス
を

繋
げ

る
だ

け
に

と
ど

ま
ら

ず
、
そ

の
人

の
バ

ッ
ク

グ
ラ

ウ
ン

ド
や

興
味

関
心

を
引

き
出

し
、
そ

れ
ら

を
プ

ラ

ン
に

反
映

さ
れ

た
い

。
フ

ェ
イ

ス
シ

ー
ト

に
つ

い
て

、
経

歴
等

、
利

用
者

の
バ

ッ
ク

グ
ラ

ウ
ン

ド
を

さ
ら

に
充

実
さ

せ
る

こ
と

。
 

看
護

小
規

模
多

機
能

型
居

宅
介

護
 

個
人

情
報

の
同

意
書

に
つ

い
て

、
別

紙
個

人
情

報
の

利
用

目

的
に

つ
い

て
説

明
を

受
け

た
と

し
て

い
る

に
も

関
わ

ら
ず

、

別
紙

が
存

在
し

て
い

な
い

。
利

用
の

目
的

は
書

面
を

も
っ

て

説
明

す
る

こ
と

。
 

書
面

の
内

容
と

実
態

に
不

整
合

な
箇

所
が

見
受

け
ら

れ
た

。
個

人
情

報
の

同
意

書
に

限
ら

ず
、

運
営

規
程

や
重

要
事

項
説

明
書

に
お

い
て

も
見

受
け

ら
れ

る
場

合
が

あ
る

た
め

、
適

宜
見

直
し

を
行

う
こ

と
。

 

地
域

密
着

型
通

所
介

護
 

マ
ニ

ュ
ア

ル
は

事
業

所
に

合
わ

せ
て

適
宜

修
正

し
て

活
用

す
る

こ
と

。
 

マ
ニ

ュ
ア

ル
は

各
事

業
所

の
実

態
や

状
況

に
合

わ
せ

て
、
適

宜
見

直
し

、
改

善
す

る
こ

と
。

 

居
宅

介
護

支
援

 
事

業
所

の
実

態
に

則
し

た
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
作

成
す

る
こ

と
。
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サ
ー

ビ
ス

種
別

指
導

内
容

 
解

説
 

地
域

密
着

型
通

所
介

護
 

実
施

し
た

こ
と

は
記

録
に

残
し

速
や

か
に

提
示

で
き

る
よ

う
整

理
す

る
こ

と
。

 

介
護

保
険

は
記

録
主

義
で

あ
り

、
記

録
の

無
い

も
の

は
実

施
し

た
と

み
な

す
こ

と
が

で
き

な
い

こ
と

に
注

意
す

る
こ

と
。

 

な
お

、
事

務
負

担
軽

減
の

た
め

電
磁

的
記

録
等

も
活

用
さ

れ
た

い
。

 

認
知

症
対

応
型

共
同

生
活

介
護

 

虐
待

防
止

の
た

め
の

指
針

に
つ

い
て

、
経

過
措

置
の

間
に

新

た
に

整
備

す
る

こ
と

。
 

令
和

３
年

度
の

制
度

改
正

に
伴

い
新

た
に

制
定

さ
れ

た
内

容
に

つ
い

て
、

経
過

措
置

期
間

中
に

整
備

を
行

う
こ

と
。

 

居
宅

介
護

支
援

 
管

理
者

が
主

任
ケ

ア
マ

ネ
の

資
格

を
取

得
す

る
よ

う
備

え

る
こ

と
。

 

令
和

３
年

３
月

3
1
日

時
点

で
主

任
介

護
支

援
専

門
員

で
な

い
も

の
が

管
理

者
と

し
て

配
置

さ
れ

て
い

る
事

業
所

に
つ

い
て

は
、

そ
の

者
が

引
き

続
き

管
理

者
で

あ
る

場
合

に
限

り
、

経
過

措
置

の
延

長
が

認
め

ら
れ

て
い

る
。

 

や
む

を
得

な
い

事
情

等
に

よ
り

、
管

理
者

を
変

更
せ

ざ
る

を
得

な
い

場
合

な
ど

は
速

や
か

に
各

保
険

者
に

相
談

す
る

こ
と

。
 

居
宅

介
護

支
援

 
入

院
情

報
連

携
加

算
の

請
求

月
誤

り
が

あ
っ

た
た

め
取

り

下
げ

る
こ

と
。

 

加
算

は
適

切
な

算
定

時
期

に
算

定
す

る
こ

と
。

加
算

の
内

容
に

よ
っ

て
は

算
定

時
期

が
指

定
さ

れ
て

い
る

も
の

も
あ

る
た

め
、

注
意

が
必

要
で

あ
る

。
 

居
宅

介
護

支
援

 

特
定

事
業

所
集

中
減

算
に

つ
い

て
、
紹

介
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

の
帳

簿
管

理
を

行
い

、
減

算
算

定
に

係
る

届
出

を
提

出
す

る

こ
と

。
 

特
定

事
業

所
集

中
減

算
に

つ
い

て
、
必

要
事

項
等

が
記

載
さ

れ
た

届
出

書
を

作
成

し
、

紹
介

率
が

８
０

％
を

超
え

た
場

合
は

、
正

当
な

理
由

の
有

無
に

か
か

わ
ら

ず
市

町
村

に
届

出
書

を
提

出
す

る
必

要
が

あ
る

。
 

ま
た

、
８

０
％

を
超

え
て

い
な

い
場

合
も

当
該

届
出

書
を

事
業

所
に

お
い

て
一

定
期

間
保

存
す

る
必

要
が

あ
る

。
 

地
域

密
着

型
通

所
介

護
 

契
約

書
等

に
消

せ
る

ボ
ー

ル
ペ

ン
の

使
用

を
し

な
い

こ
と

。
 

契
約

や
利

用
者

の
同

意
な

ど
に

つ
い

て
は

ト
ラ

ブ
ル

と
な

り
や

す
い

。
場

合
に

よ
っ

て
は

裁
判

と
な

る
場

合
も

あ
り

、
そ

の
際

に
改

ざ
ん

が
疑

わ
れ

る
恐

れ
も

あ
る

た
め

注
意

す
る

こ
と

。
 

居
宅

介
護

支
援

 

事
業

所
と

し
て

、
苦

情
対

応
に

関
す

る
改

善
策

ま
で

検
討

し

て
い

る
が

、
記

録
へ

の
記

載
は

結
果

ま
で

し
か

さ
れ

て
い

な

い
た

め
、

改
善

策
ま

で
記

載
す

る
こ

と
。

 

改
善

策
ま

で
書

面
に

残
し

、
人

員
体

制
が

変
わ

っ
た

際
に

、
同

様
の

事
例

が
発

生
し

て

も
適

切
に

対
応

が
で

き
る

よ
う

に
し

て
お

く
こ

と
。
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●
運

営
規

程
等

に
お

け
る

不
適

切
な

文
言

等
【

参
考

】 

指
導

時
の

状
況

及
び

指
導

内
容

 
解

説
 

同
一

文
書

内
で

書
式

が
統

一
さ

れ
て

い
な

い
ほ

か
、
同

じ
意

味
の

言
葉

を
複

数

の
表

現
に

し
て

い
た

り
、

改
行

す
べ

き
箇

所
で

改
行

さ
れ

て
い

な
か

っ
た

り

し
、

文
書

が
読

み
づ

ら
い

。
 

常
に

利
用

者
が

見
る

こ
と

を
意

識
し

て
、

こ
れ

ら
の

文
書

の
体

裁
を

整
え

る
こ

と
。

 

単
に

読
み

づ
ら

い
と

感
じ

る
だ

け
で

な
く

、
利

用
者

に
不

信
感

を
与

え
る

場
合

や
ト

ラ
ブ

ル
へ

発
展

す
る

可
能

性
も

考
え

ら
れ

る
。

同
一

文
書

内
や

文
書

間
で

記
載

内
容

の
整

合
性

が
と

れ
な

い
箇

所
が

あ
る

。
実

情
に

合
う

方
に

統
一

す
る

こ
と

。
 

記
載

内
容

に
整

合
性

が
と

れ
な

い
場

合
、

規
定

の
内

容
が

変
わ

っ
て

し
ま

う
こ

と
も

あ
り

、
利

用
者

に
不

信
感

を
与

え
る

場
合

や
ト

ラ
ブ

ル
へ

発
展

す
る

可
能

性
も

考
え

ら
れ

る
。

 

各
事

業
所

に
お

い
て

は
、

再
度

、
記

載
内

容
を

確
認

し
て

お
く

こ
と

。
 

誤
字

、
脱

字
等

を
修

正
す

る
こ

と
。

 

特
に

多
い

誤
り

と
し

て
 

「
事

業
者

」
と
「

事
業

所
」
、「

規
程

」
と
「

規
定

」
な

ど
が

あ
げ

ら
れ

る
。
こ

れ
ら

の

違
い

に
つ

い
て

は
次

の
と

お
り

。
 

「
事

業
者

」
･
･
･
主

に
運

営
す

る
法

人
等

を
指

す
 

「
事

業
所

」
･
･
･
主

に
サ

ー
ビ

ス
提

供
を

行
う

者
を

指
す

。
 

「
規

程
」

･
･
･
ル

ー
ル

全
体

を
指

す
。

 

「
規

定
」

･
･
･
個

々
の

ル
ー

ル
を

指
す

。
 

契
約

書
の

契
約

始
期

と
終

期
に

つ
い

て
具

体
的

な
日

付
を

入
れ

る
こ

と
。

 

無
用

な
ト

ラ
ブ

ル
を

避
け

る
た

め
に

も
、

 

「
本

契
約

に
お

け
る

契
約

期
間

は
 

令
和

 
年

 
月

 
日

～
令

和
 

年
 

月
 

日
ま

で
と

す
る

。
」

 

と
い

っ
た

形
が

望
ま

し
い

。
 

必
要

に
応

じ
て

但
し

書
き

な
ど

で
自

動
更

新
に

関
す

る
規

定
を

追
記

し
て

も
よ

い
。
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指
導

時
の

状
況

及
び

指
導

内
容

 
解

説
 

条
文

を
正

し
く

引
用

す
る

こ
と

。
 

例
え

ば
、
第

8
条
（

契
約

終
了

の
事

由
）
を

引
用

し
た

い
場

合
な

ど
に

お
い

て
、「

第

6
条

の
規

定
に

定
め

る
～

」
な

ど
と

な
っ

て
い

る
。

 

規
定

の
内

容
が

変
わ

る
た

め
、

正
し

く
引

用
す

る
よ

う
留

意
す

る
こ

と
。

 

内
容

の
重

複
し

た
条

項
で

、
書

類
の

保
管

期
間

の
起

算
日

が
相

違
し

て
い

る
の

で
、

正
し

い
方

に
合

わ
せ

る
こ

と
。

 

同
一

文
書

内
や

文
書

間
で

の
整

合
性

に
注

意
す

る
こ

と
。

 

な
お

、
基

準
省

令
に

お
い

て
定

め
ら

れ
た

文
書

の
保

存
期

間
の

起
算

日
は

契
約

終
了

日
か

ら
で

あ
る

。
 

「
居

宅
介

護
サ

ー
ビ

ス
計

画
が

作
成

さ
れ

て
い

な
い

場
合

」
は

削
除

す
る

こ

と
。

 

各
介

護
サ

ー
ビ

ス
は

原
則

、
居

宅
介

護
サ

ー
ビ

ス
計

画
に

基
づ

き
提

供
さ

れ
る

も
の

で
あ

る
。

例
外

的
に

居
宅

介
護

サ
ー

ビ
ス

計
画

作
成

前
に

サ
ー

ビ
ス

提
供

を
行

う
場

合
が

あ
る

こ
と

は
承

知
し

て
い

る
が

、
そ

の
こ

と
を

規
程

に
記

載
す

る
こ

と
は

望
ま

し
く

な
い

と
考

え
る

。
 

守
秘

義
務

に
つ

い
て

、
従

業
者

で
な

く
な

っ
た

後
に

つ
い

て
も

記
載

す
る

と
良

い
 

従
業

者
に

対
し

て
、
雇

用
契

約
時

に
誓

約
書

等
に

署
名

さ
せ

て
い

た
と

し
て

も
、
利

用

者
に

安
心

感
を

与
え

る
た

め
に

に
契

約
書

上
に

明
記

し
て

お
く

こ
と

が
望

ま
し

い
。

 

介
護

保
険

の
対

象
と

な
ら

な
い

サ
ー

ビ
ス

の
利

用
料

金
に

つ
い

て
、
事

前
説

明

時
に

は
書

面
を

交
付

し
同

意
を

得
た

方
が

よ
い

。
 

食
費

や
お

む
つ

代
な

ど
の

費
用

に
つ

い
て

も
利

用
者

か
ら

徴
収

で
き

る
が

、
そ

の
場

合
事

前
に

利
用

者
及

び
そ

の
家

族
に

対
し

て
説

明
を

行
い

、
同

意
を

得
る

必
要

が
あ

る
。

 

ト
ラ

ブ
ル

防
止

の
た

め
に

も
、

こ
れ

ら
の

説
明

及
び

同
意

に
つ

い
て

は
書

面
を

用
い

て
行

う
べ

き
で

あ
る

。
 

総
合

事
業

と
一

体
型

の
契

約
書

だ
が

、
非

該
当

の
場

合
契

約
終

了
と

な
っ

て
い

る
。
要

支
援

か
ら

事
業

対
象

者
に

な
っ

た
場

合
に

無
契

約
に

な
ら

な
い

よ
う

注

意
す

る
こ

と
。

 

介
護

認
定

に
お

い
て

非
該

当
と

な
っ

た
場

合
と

な
っ

た
場

合
で

あ
っ

て
も

、
基

本
チ

ェ
ッ

ク
リ

ス
ト

に
該

当
し

、
事

業
対

象
者

と
な

っ
た

場
合

で
あ

っ
て

も
継

続
し

て
利

用
可

能
で

あ
れ

ば
、

そ
の

よ
う

な
記

載
に

し
て

お
く

必
要

が
あ

る
。

 

項
を

作
る

場
合

は
、
第

〇
条

を
第

１
項

と
し

、
次

か
ら

、
２

、
３

と
項

の
数

字

を
記

載
す

る
。

 

項
を

設
け

る
場

合
の

記
載

方
法

は
次

の
と

お
り

と
な

る
。

 

第
１

条
 

～
 

←
こ

れ
が

第
１

項
と

な
る

 

２
 

～
 

 
←

第
２

項
 

３
 

～
 

 
←

第
３

項
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指
導

時
の

状
況

及
び

指
導

内
容

 
解

説
 

利
用

者
か

ら
契

約
の

終
了

又
は

解
除

を
す

る
際

は
、
契

約
期

間
の

満
了

日
ま

で

に
申

し
出

る
こ

と
に

な
っ

て
い

る
が

、
引

継
ぎ

等
に

か
か

る
期

間
を

考
慮

し
、

余
裕

を
も

っ
て

申
し

出
て

も
ら

っ
た

方
が

よ
い

。
 

引
き

継
ぎ

期
間

も
考

慮
し

余
裕

を
持

っ
た

日
数

を
設

定
す

る
必

要
が

あ
る

が
、

こ
の

日
数

が
長

す
ぎ

る
と

利
用

者
の

不
利

益
に

も
な

り
か

ね
な

い
こ

と
か

ら
、

７
日

程
度

が
望

ま
し

い
と

考
え

る
。

 

参
考

ま
で

に
、

日
本

弁
護

士
連

合
会

が
掲

載
し

て
い

る
契

約
書

の
モ

デ
ル

案
に

お
い

て
は

、
利

用
者

か
ら

の
解

約
は

３
日

以
上

前
か

ら
可

能
と

な
っ

て
い

る
。

 

地
域

単
価

を
正

し
く

記
載

す
る

こ
と

 

令
和

３
年

度
か

ら
令

和
５

年
度

ま
で

の
各

自
治

体
の

地
域

区
分

は
以

下
の

と
お

り
。

 

み
よ

し
市

･
･
･
５

級
地

（
令

和
３

年
度

か
ら

変
更

）
 

豊
明

市
･
･
･
６

級
地

 

日
進

市
･
･
･
６

級
地

 

長
久

手
市

･
･
･
６

級
地

 

東
郷

町
･
･
･
６

級
地

 

交
通

費
の

起
算

点
記

載
が

運
営

規
程

と
齟

齬
が

あ
る

の
で

、
正

し
い

方
に

表
記

を
統

一
す

る
こ

と
。

 
文

書
間

の
記

載
内

容
に

つ
い

て
整

合
性

が
と

れ
て

い
る

か
確

認
し

て
お

く
こ

と
。

 

利
用

料
、
加

算
等

の
記

載
に

つ
い

て
、
表

形
式

に
す

る
な

ど
、
利

用
者

に
わ

か

り
や

す
い

記
載

方
法

に
変

更
す

る
こ

と
。

 

料
金

な
ど

に
関

連
す

る
も

の
は

ト
ラ

ブ
ル

の
も

と
に

な
り

や
す

い
た

め
、

事
業

者
と

利
用

者
の

双
方

の
認

識
に

齟
齬

が
生

じ
な

い
よ

う
な

記
載

を
心

が
け

る
こ

と
。

 

利
用

料
金

に
つ

い
て

、
単

位
表

示
な

ら
単

価
を

表
示

す
る

と
良

い
。

 

利
用

者
に

と
っ

て
単

位
数

表
示

は
馴

染
み

が
な

い
も

の
で

あ
る

。
 

単
位

数
か

ら
金

額
が

い
く

ら
な

の
か

想
像

で
き

る
よ

う
に

し
て

お
く

こ
と

が
望

ま
し

い
。

 

（
地

域
密

着
型

通
所

介
護

）
 

送
迎

サ
ー

ビ
ス

に
つ

い
て

、「
利

用
者

の
希

望
で

送
迎

す
る

」
と

い
う

記
載

は
、

「
送

迎
サ

ー
ビ

ス
が

あ
る

が
、
都

合
に

合
わ

せ
て

送
迎

な
し

も
可

能
」
等

の
記

載
の

方
が

良
い

。
 

ま
た

、
送

迎
が

な
い

場
合

の
減

算
に

つ
い

て
も

、
記

載
し

説
明

す
る

こ
と

。
 

送
迎

は
サ

ー
ビ

ス
の

一
環

で
あ

り
、

通
常

利
用

者
全

員
に

対
し

て
提

供
す

る
も

の
で

あ
る

た
め

、
そ

の
よ

う
な

表
記

に
す

る
べ

き
で

あ
る

。
 

ま
た

、
送

迎
の

有
無

に
よ

っ
て

料
金

が
変

わ
る

た
め

、
送

迎
減

算
に

つ
い

て
も

事
前

に

説
明

し
て

お
く

こ
と

。
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指
導

時
の

状
況

及
び

指
導

内
容

 
解

説
 

お
や

つ
代

、
軽

食
代

、
レ

ク
リ

エ
ー

シ
ョ

ン
に

係
る

費
用

に
つ

い
て

、
「

自
己

負
担

と
な

る
場

合
が

あ
り

ま
す

」
→

「
自

己
負

担
と

な
り

ま
す

」
 

事
業

所
負

担
な

ど
で

、
仮

に
自

己
負

担
と

な
ら

な
い

場
合

を
想

定
し

て
い

る
の

で
あ

れ
ば

、
自

己
負

担
と

な
る

場
合

と
な

ら
な

い
場

合
を

そ
れ

ぞ
れ

明
記

し
て

お
く

必
要

が
あ

る
。

 

自
己

負
担

と
な

ら
な

い
場

合
が

な
い

の
で

あ
れ

ば
、
そ

の
こ

と
を

明
確

に
し

、
事

前
に

説
明

し
、

同
意

を
得

る
こ

と
。

 

料
金

の
変

更
に

つ
い

て
「

１
か

月
前

」
か
「

３
０

日
前

」
か

正
し

い
方

に
合

わ

せ
る

こ
と

。
 

日
数

に
関

す
る

内
容

は
、
表

記
に

よ
っ

て
期

間
が

変
わ

っ
て

く
る

た
め

、
適

切
に

記
載

す
る

こ
と

。
 

苦
情

相
談

窓
口

に
記

載
さ

れ
て

い
る

各
自

治
体

及
び

愛
知

県
国

民
健

康
保

険

団
体

連
合

会
の

部
署

名
及

び
連

絡
先

が
誤

っ
て

い
る

の
で

修
正

す
る

こ
と

。
 

苦
情

申
立

窓
口

は
、

通
常

の
実

施
地

域
と

な
っ

て
い

る
自

治
体

の
担

当
課

及
び

愛
知

県
国

民
健

康
保

険
団

体
連

合
会

を
最

低
限

記
載

し
て

お
く

こ
と

。
 

ま
た

、
組

織
名

等
は

正
式

名
称

で
記

載
し

、
連

絡
先

は
直

通
の

も
の

を
記

載
す

る
こ

と

が
望

ま
し

い
。

 

尾
三

地
区

の
各

担
当

部
署

及
び

愛
知

県
国

民
健

康
保

険
団

体
連

合
会

の
連

絡
先

等
に

つ
い

て
は

次
の

と
お

り
。

 

●
愛

知
県

国
民

健
康

保
険

団
体

連
合

会
 

介
護

福
祉

室
 

T
E
L
：

0
5
2
-
9
7
1
-
4
1
6
5
 

●
豊

明
市

 
健

康
長

寿
課

 

T
E
L
：

0
5
6
2
-
9
2
-
1
2
6
1
 

●
日

進
市

 
介

護
福

祉
課

 

T
E
L
：

0
5
6
1
-
7
3
-
1
4
9
5
 

●
み

よ
し

市
 

長
寿

介
護

課
 

T
E
L
：

0
5
6
1
-
3
2
-
8
0
0
9
 

●
長

久
手

市
 

長
寿

課
 

T
E
L
：

0
5
6
1
-
5
6
-
0
6
1
3
 

●
東

郷
町

 
高

齢
者

支
援

課
 

T
E
L
：

0
5
6
1
-
5
6
-
0
7
3
5
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指
導

時
の

状
況

及
び

指
導

内
容

 
解

説
 

加
算

の
名

称
が

適
切

な
名

称
と

な
っ

て
い

な
い

。
ま

た
、
加

算
の

区
分

が
明

記

さ
れ

て
い

な
い

。
 

加
算

の
名

称
は

正
式

名
称

で
記

載
す

る
こ

と
。

 

ま
た

、
区

分
が

複
数

あ
る

加
算

の
場

合
は

ど
の

区
分

な
の

か
き

ち
ん

と
明

記
し

て
お

く
こ

と
。

 

利
用

者
負

担
額

に
つ

い
て

、
保

険
料

の
収

納
に

滞
納

が
あ

る
場

合
の

注
意

書
き

を
追

加
し

た
方

が
よ

い
 

介
護

保
険

料
を

滞
納

し
て

い
る

場
合

等
、

保
険

給
付

が
さ

れ
な

い
場

合
も

想
定

さ
れ

る
た

め
、

注
意

す
る

こ
と

。
 

通
常

の
提

供
地

域
以

外
で

徴
収

す
る

交
通

費
を

実
費

と
し

て
い

る
が

、
１

キ
ロ

あ
た

り
の

金
額

で
設

定
し

た
方

が
説

明
し

や
す

い
。

 

利
用

者
と

の
無

用
な

ト
ラ

ブ
ル

を
回

避
す

る
た

め
に

も
、

料
金

に
関

す
る

規
定

は
算

定
根

拠
が

明
確

に
分

か
る

よ
う

に
し

て
お

く
こ

と
が

望
ま

し
い

。
 

職
員

体
制

の
記

載
内

容
に

つ
い

て
誤

り
が

見
受

け
ら

れ
る

。
 

管
理

者
は

介
護

従
業

者
と

兼
務

し
て

い
る

た
め

、
介

護
従

業
者

の
員

数
は

１
３

人
で

は
な

く
１

４
人

に
な

る
。

 

人
員

の
員

数
は

適
切

に
記

載
し

て
お

く
こ

と
。
な

お
、
職

員
の

入
退

職
が

多
く

、
例

規

類
の

管
理

が
煩

雑
で

あ
る

の
で

あ
れ

ば
、

基
準

上
最

低
限

必
要

な
員

数
を

確
認

し
た

う
え

で
、
「

介
護

従
業

者
１

人
以

上
」

な
ど

と
い

っ
た

表
記

で
も

差
し

支
え

な
い

。
 

ま
た

、
特

定
の

職
種

以
外

の
人

員
の

変
更

で
あ

れ
ば

変
更

届
の

提
出

は
年

に
１

回
の

提
出

で
も

差
し

支
え

な
い

。
詳

細
は

各
保

険
者

に
確

認
す

る
こ

と
。

 

居
宅

サ
ー

ビ
ス

計
画

作
成

時
の

訪
問

先
は

、
利

用
者

の
自

宅
以

外
も

あ
り

得
る

の
で

、
「

ご
契

約
者

の
ご

家
庭

等
」

に
し

た
方

が
よ

い
。

 

訪
問

先
や

利
用

者
の

相
談

の
受

付
場

所
等

は
、
利

用
者

の
自

宅
に

限
ら

ず
、
病

院
の

病

室
や

事
業

所
な

ど
様

々
な

場
所

が
想

定
さ

れ
る

た
め

、
代

表
的

な
場

所
を

記
載

し
た

う
え

で
「

等
」

を
つ

け
る

こ
と

が
望

ま
し

い
。

 

加
算

の
情

報
の

一
部

が
報

酬
改

定
前

の
も

の
と

な
っ

て
い

た
た

め
、
修

正
す

る

こ
と

。
 

加
算

の
名

称
や

単
位

数
が

変
更

と
な

っ
た

に
も

関
わ

ら
ず

、
依

然
と

し
て

変
更

前
の

名
称

や
単

位
数

が
記

載
さ

れ
て

い
る

事
業

所
が

見
受

け
ら

れ
た

。
 

適
宜

修
正

を
行

う
こ

と
。
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指
導

時
の

状
況

及
び

指
導

内
容

 
解

説
 

新
規

研
修

を
何

か
月

以
内

に
実

施
す

る
か

記
載

す
る

こ
と

。
 

新
規

採
用

研
修

や
研

修
継

続
な

ど
に

つ
い

て
運

営
規

程
で

規
定

す
る

場
合

、
入

社
後

何
ヶ

月
以

内
に

実
施

す
る

の
か

な
ど

頻
度

を
か

な
ら

ず
記

載
し

、
計

画
的

に
実

施
す

る
こ

と
。

 

文
書

内
に

お
い

て
、「

○
○
（

以
下

、「
△

△
」
と

い
う

）
。
」
な

ど
、
特

定
の

言

葉
を

定
義

づ
け

し
た

に
も

関
わ

ら
ず

、
そ

の
後

、
定

義
し

た
単

語
が

使
用

さ
れ

て
お

ら
ず

、
も

と
の

言
葉

の
ま

ま
と

な
っ

て
い

る
。

 

（
以

下
、「

事
業

」
と

い
う

。
）
や
（

以
下

、「
事

業
所

」
と

い
う

。
）
な

ど
と
特

定
の

言

葉
を

定
義

づ
け

し
た

場
合

、
そ

の
後

使
用

す
る

の
で

あ
れ

ば
定

義
し

た
単

語
を

用
い

る
こ

と
。

 

×
誤

 
●

●
（

以
下

、
「

▲
▲

」
と

い
う

）
。

 
●

●
は

～
 

○
正

 
●

●
（

以
下

、
「

▲
▲

」
と

い
う

）
。

 
▲

▲
は

～

附
則

の
記

載
方

法
に

誤
り

が
見

受
け

ら
れ

る
。
ま

た
、
附

則
は

改
正

を
行

う
度

に
記

載
す

る
こ

と
が

望
ま

し
い

。
 

附
則

は
運

営
規

程
に

つ
い

て
、

こ
の

規
程

が
過

去
か

ら
今

に
至

る
ま

で
い

つ
改

正
さ

れ
た

の
か

分
か

る
よ

う
に

明
記

す
る

必
要

が
あ

る
。

 

な
お

、
日

付
だ

け
で

な
く

、
追

加
す

る
た

び
に

、
毎

回
「

附
則

」
も

記
載

す
る

こ
と

が

適
切

な
表

記
で

あ
る

。
 

記
載

例
 

附
則

 

こ
の

規
程

は
、

平
成

１
８

年
４

月
1
日

か
ら

施
行

す
る

。
 

附
則

 

こ
の

規
程

は
、

平
成

２
６

年
４

月
１

日
か

ら
施

行
す

る
。

 

附
則

 

こ
の

規
程

は
、

令
和

２
年

４
月

１
日

か
ら

施
行

す
る

。
 

附
則

 

こ
の

規
程

は
、

令
和

２
年

１
０

月
１

日
か

ら
施

行
す

る
。

 

附
則

 

こ
の

規
程

は
、

令
和

３
年

４
月

１
日

か
ら

施
行

す
る

。
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コロナ禍における
会議・委員会の開催

1

●会議・委員会の一覧●
サービス種別

委員会・会議名

定期巡回・
随時対応型
訪問介護看護

地域密着型
通所介護

認知症
対応型
通所介護

小規模
多機能型
居宅介護

認知症
対応型共同
生活介護

地域密着型
特養(※)

看護小規模
多機能型
居宅介護

居宅
介護支援

予防
介護支援

感染症の予防及び
まん延防止のため
の対策を検討する
委員会

開催 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

頻度 ６月に１回 ６月に１回６月に１回６月に１回６月に１回３月に１回６月に１回６月に１回６月に１回

虐待防止のための
対策を検討する委
員会

開催 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

身体拘束等の適正
化のための対策を
検討する委員会

開催 〇 〇

頻度 ３月に１回３月に１回

事故発生防止のた
めの委員会 開催 〇

運営推進会議
（又は介護・医療
連携推進会議）

開催 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

頻度 ６月に１回 ６月に１回６月に１回２月に１回２月に１回２月に１回２月に１回

サービス担当者
会議 開催 △ △ △ 〇 〇 〇 〇 〇

2※正式には、「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護」

20
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●感染対策を講じた会議の開催●

広い会場を確保し、間隔をあけて席を用意する。

発言はマイクを使用し、大きな声を出さないようにする。

パーテーションを置き、飛沫が前方に座る人に

当たらないようにする。

入室前に検温、体調確認を行う。

定期的に窓を開け、換気しながら行う。

会議資料は事前に送付し、会議時間を短縮する。

３密の回避、体調管理の徹底等様々な対策をとり、感染を
防止しながら開催している事業所もある。

3

●近年の状況●

新型コロナウイルス感染症による３密回避や接触回避

⇒これまでより広い会場を確保することが難しい。

⇒面会禁止などの措置を行っており、外部の人を

事業所内に入れることができない。

感染者数の増加、変異株の発生等による目まぐるしい変化

⇒先の予定が立てにくく、会議の参加依頼がしにくい。

感染拡大時には、中止や延期の対応を余儀なくされた。
その後も上記の理由から集合できない事業所がみられる。

4
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●近年の状況●

①書面開催

②オンラインによるWEB会議

③中止
令和３年４月改正で「テレビ電話
装置等の活用」が追加

集合ができない会議・委員会の対応は下記の３通り
に分かれている。

5

①書面開催

・感染拡大のリスクを大幅に軽減できる。

・資料にまとめて送付することで、運営
に関する情報を構成メンバーに伝えるこ
とができる。

・意見書等を返送してもらうことで、構
成メンバーの意見を聴くことができる。

・口頭での説明なしでわかりやすい資料
を作成しなければならない。

・運営からの情報、メンバーからの意見
が一方通行になってしまう。

メリット デメリット

事業所の職員で話し合いを行い、外部のメンバーには会議資料を送付
する。
質問票、意見書等を返送してもらい、出席の代わりとする。

6
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②オンラインによるWEB会議

・外部との接触を行う必要がなくなり、
感染リスクが大幅に軽減する。

・カメラやマイクを利用して、実際に話
し合うことができ、意見交換が可能。

・移動時間がかからず、時間短縮になる。

・パソコン、インターネット環境、会議
に集中できる場所をそれぞれが確保しな
ければならない。

・パソコンが苦手な人や、設備のない人
には開催・参加が難しい。

メリット デメリット

別々の場所にいながら、パソコン等を利用して行う会議。アプリのイ
ンストールを伴うものもあるが、パソコンとインターネット環境があ
れば参加可能。

「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイダンス」
（個人情報保護委員会・厚生労働省）
「医療情報システムの安全に関するガイドライン」（厚生労働省） を遵守

個人情報の取り扱いについて

電子的な情報
の取り扱いに
ついて記載 7

③中止

・感染拡大のリスクを完全に回避できる。

・会議資料の作成や日程調整等の作業が
なくなり、業務負担が軽減する。

・検討すべき内容を議論する機会が失わ
れる。

・地域の声等のサービスに活かされるべ
き情報が入ってこなくなる。

・深い検討がなされないまま現状維持の
状態が続く等、サービス向上の機会が失
われる。

メリット デメリット

臨時的な措置としては有効。
ただし、長期対応としては好ましくない。
今後は、感染対策を講じて開催すること。 8
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●開催時のワンポイント●

会議が多すぎる！とお困りの場合は、「他の会議体と一体で
設置・運営する」方法もあります。

一部のサービスでは、
一体で設置するには、
条件を満たす必要があ
る場合があります。詳細は

別紙１

9

 複数の委員会や会議で構成メ
ンバーを共有することで、一
度に複数の委員会を開催する
ことができます。

効率的に運営していけるよう開催
方法を検討しましょう。

【例】14時30分～15時

感染症対策委員会

15時～15時30分

虐待防止対策委員会

など

●まとめ●
新型コロナウイルス感染症の状況に注意は必要だが、開催中
止が長く続く状況は好ましくない。

忙しい業務の中、会議時間が負担になっている場合は、一体
的な設置・運営を検討してみましょう。

工夫としては、①書面開催や②オンライン開催が考えられる。
事業所の設備等に合わせて検討すること。

緊急事態宣言の発令中等やむをえない場合を除き、
感染対策を講じた開催方法をとること。

10
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ハラスメント対策の強化について

1

ハラスメント（harassment）＝嫌がらせ

「〇〇ハラスメント」のように、ハラスメントの種
類は多岐にわたるが、今回の制度改正におい
て対象となっているのは、

「職場におけるハラスメント」である。

2
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事業主には、「職場におけるハラスメント」の防止の
ための雇用管理上の措置を講じることが義務づけら
れていることを踏まえ、規定された。

【参考】

・雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律
（昭和47年法律第113号）第11条第1項

・労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充
実等に関する法律（昭和41年法律第132号）第30条の２第１項

3

●「職場」とは…
・事業主が雇用する労働者が業務を遂行する場所を指す。

・当該労働者が通常就業している場所以外の場所であっても、当
該労働者が業務を遂行する場所については、「職場」に含まる。

・顧客の自宅等であっても、当該労働者が業務を遂行する場所で
あればこれに該当する。

●「労働者」とは…
いわゆる正規雇用労働者のみならず、パートタイム労働者、契約
社員等いわゆる非正規雇用労働者を含む事業主が雇用する労働
者の全てをいう。

4
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今回、数ある「○○ハラスメント」のうち、対策
の対象となっているものは、次の２つである。

①職場におけるパワーハラスメント

②職場におけるセクシュアルハラスメント

5

職場において行われる、

①優越的な関係を背景とした言動であって、

②業務上必要かつ相当な範囲を超えたもの（言動）により、

③労働者の就業環境が害されるもの

であり、①から③までの要素をすべて満たすもの

客観的にみて、業務上必要かつ相当な範囲で行われる

6
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「優越的な関係を背景とした言動」とは

当該事業主の業務を遂行するにあたって、当
該言動を受ける労働者が当該言動の行為者と
される者に対して抵抗又は拒絶することができ
ない蓋然性が高い関係を背景として行われるも
のを指す。

7

「業務上必要かつ相当な範囲を超えた言動」とは

社会通念に照らし、当該言動が明らかに当該事業主の業務上必要性がない、又はその
態様が相当でないものを指す。

（例）・業務上明らかに必要性のない言動

・業務の目的を大きく逸脱した言動

・業務を遂行するための手段として不適当な言動

・当該行為の回数、行為者の数頭、その態様や手段が社会通念に照らして許容さ
れる範囲を超える言動

この判断に当たっては、様々な要素（当該言動の目的、当該言動を受けた労働者の問
題行動の有無や内容・程度を含む当該言動が行われた経緯や状況、業種・業態、業務
の内容・性質、当該言動の態様・頻度・継続性、労働者の属性や心身の状況、行為者と
の関係性等）を総合的に考慮することが適当である。また、その際には、個別の事案に
おける労働者の行動が問題となる場合は、その内容・程度とそれに対する指導の態様
等の相対的な関係性が重要な要素となることについても留意が必要である。 8
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 労働者の就業環境が害されるとは

当該言動により労働者が身体的または精神的に苦痛を与えられ、労働者の就業環

境が不快なものとなったため、能力の発揮に重大な悪影響が生じる等当該労働者が

就業する上で看過できない程度の支障が生じることを指す。

この判断に当たっては、「平均的な労働者の感じ方」、すなわち、同様の状況で当該

言動を受けた場合に、社会一般の労働者が就業する上で看過できない程度の支障

が生じたと感じるような言動であるかどうかを基準とすることが適当である。

9

 身体的な攻撃（暴行・傷害）

 精神的な攻撃（脅迫・名誉毀損・侮辱・ひどい暴言）

 人間関係からの切り離し（隔離・仲間外し・無視）

 過大な要求（業務上明らかに不要なことや遂行不可能なこと

の強制・仕事の妨害）

 過小な要求（業務上の合理性なく能力や経験とかけ離れた程

度の低い仕事を命じることや仕事を与えないこと）

 個の侵害（私的なことに過度に立ち入ること）
10
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職場におけるセクシュアルハラスメントは主に
次の２種類に分類される。

対価型セクシュアルハラスメント

環境型セクシュアルハラスメント

11

「対価型セクシュアルハラスメント」とは

職場において行われる労働者の意に反する性
的な言動に対する労働者の対応により、当該
労働者が解雇、降格、減給等の不利益を受け
ること。

12
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「環境型セクシュアルハラスメント」とは

職場において行われる労働者の意に反する性
的な言動により労働者の就業環境が不快なも
のとなったため、能力の発揮に重大な悪影響
が生じる等当該労働者が就業する上で看過で
きない程度の支障が生じること。

13

「対価型セクシュアルハラスメント」の例

・事務所内において事業主が労働者に対して性的な関係を要求した

が、拒否されたため、当該労働者を解雇すること。

・出張中の車中において事業主が労働者に対して性的な関係を要求

したが、拒否されたため、当該労働者を解雇すること。

・営業所内において事業主が日頃から労働者に係る性的な事柄につ

いて公然と発言していたが、抗議されたため、当該労働者を降格する

こと。

14
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「環境型セクシュアルハラスメント」の例

・事務所内において上司が労働者の腰、胸等に度々触ったため、当該労

働者が苦痛に感じてその就業意欲が低下していること。

・同僚が取引先において労働者に係る性的な内容の情報を意図的かつ継

続的に流布したため、当該労働者が苦痛に感じて仕事が手につかないこ

と。

・労働者が抗議をしているにもかかわらず、事務所内にヌードポスターを掲

示しているため、当該労働者が苦痛に感じて業務に専念できないこと。

15

事業主は職場におけるハラスメントを防止するた
め、雇用管理上次の措置を講じなければならない。

 事業主の方針の明確化及びその周知・啓発

 相談・苦情に応じ、適切に対応するために必要
な体制の整備

 職場におけるハラスメントに係る事後の迅速か
つ適切な対応

16
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職場におけるハラスメントの内容及び行ってはな
らない旨の方針を明確化し、労働者に周知・啓発
すること

（例）ハラスメントを行ってはならない旨の方針を労働者
に対して周知・啓発するための研修、講習の実施な
ど

17

職場におけるハラスメントに係る言動を行った者
について厳正に対処する方針及び対処の内容を
就業規則その他の職場における服務規律等を定
めた文書に規定し、労働者に周知・啓発すること。

（例）職場におけるハラスメントに係る言動を行っ
た者に対する懲戒規定を定め、その内容を
労働者に周知する。など

18
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相談窓口をあらかじめ定め、労働者に周知するこ
と

（例）相談に対応する担当者をあらかじめ定める。
外部の機関に相談への対応を委託する。な
ど

19

相談窓口の担当者が、相談に対し、その内容や状
況に応じ適切に対応できるようにすること。

（例）担当者が相談を受けた場合、内容や状況に応じて、
人事部門と連携を図ることができる仕組みとする。相
談を受けた場合の対応について研修を行う。など

20
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事案に係る事実関係を迅速かつ正確に確認する
こと。

（例）担当者等が相談者及び行為者の双方から事
実関係を確認すること。事実の確認が十分に
できない場合は第三者からも事実関係を聴
取する等の措置を講ずること。など

21

職場におけるハラスメントが生じた事実が確認
できた場合においては、速やかに被害者に対
する配慮のための措置を適正に行うこと。

（例）被害者と行為者の間の関係改善に向けて
の援助、被害者と行為者を引き離すため
の配置転換、行為者の謝罪など

22
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職場におけるハラスメントが生じた事実が確認でき
た場合においては、行為者に対する措置を適正に
行うこと。

（例）行為者に対して必要な懲戒その他の措置を
講ずること。内容や状況に応じ、被害者と行
為者の間の関係改善に向けての援助、被害
者と行為者を引き離すための配置転換。など

23

改めて職場におけるハラスメントに関する方針を周知・啓
発する等の再発防止に向けた措置を講ずること。（職場に
おけるハラスメントが生じた事実が確認できなかった場合
においても同様の措置を講ずること）

（例）職場におけるハラスメントに関する意識を啓発するた

めの研修、講習等を改めて実施すること。など

24
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中小企業の場合、ハラスメント防止のための事
業主の方針の明確化等の措置義務は

令和４年４月１日から義務化となる。

25

令和４年４月１日までに特に講じるべき措置

事業者の方針等の明確化及びその周知・啓発

相談・苦情に応じ、適切に対応するために必要
な体制の整備

26
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パワーハラスメント指針においては、顧客等からの著しい迷惑行為（カ

スタマーハラスメント）の防止のために、事業主が雇用管理上の配慮と

して行うことが望ましい取組の例として、

①相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備

②被害者への配慮のための取組（メンタルヘルス不調への相談対応、

行為者に対して１人で対応させない等）

③被害防止のための取組（マニュアル作成や研修の実施等、業種・

業態等の状況に応じた取組）

が規定されている。 27

介護現場では特に、利用者又はその家族等からのカスタマーハラスメン

トの防止が求められていることから、必要な措置を講じるにあたっては、

●「介護現場におけるハラスメント対策マニュアル」

●「（管理職・職員向け）研修のための手引き」

等を参考にした取組を行うことが望ましい。

この際、上記マニュアルや手引きについては、以下の厚生労働省ホーム

ページに掲載しているので参考にされたい。

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html）
28
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事業主が策定すべきハラスメント対策に係る指
針について、参考例を別添のとおり掲載する。

各事業所において、実情にあわせ、指針の策定
を忘れずに行うこと。

29

 「事業主が職場における優越的な関係を背景と
した言動に起因する問題に関して雇用管理上
講ずべき措置等についての指針」（令和２年厚
生労働省告示第５号）

 「事業主が職場における性的な言動に起因す
る問題に関して雇用管理上講ずべき措置につ
いての指針」（令和２年１月15日厚生労働省告
示第６号）

30
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本指針はあくまで参考であり、それぞれの事業所の実情にあわせ、

個別に作成すること。

（案）

ハラスメント防止対策に関する基本指針

（基本的考え方） 

第１条 〇〇事業所は、高齢者に対してより良い介護を実現するために、職場に

おけるハラスメントを防止するために、本方針を定めることとする。 

（定義） 

第２条 本方針における「職場」とは、当事業所の従業者（以下、「事業所職員」

という。）が業務を遂行する場所をいい、利用者の自宅等、事業所職員が

通常就業している場所以外の場所であっても、事業所職員が業務を遂行

する場所についてはこれに該当する。 

２ 本方針における「ハラスメント」とは、次に掲げるものをいう。 

⑴ 優越的な関係を背景とした言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を

超えたものにより、労働者の就業環境が害される行為（以下、「パワーハラ

スメント」という。）であり、下記のようなものをいう。

ア 身体的な攻撃（暴行・傷害）

イ 精神的な攻撃（脅迫・名誉毀損・侮辱・暴言）

ウ 人間関係の切り離し（隔離・仲間外し・無視）

エ 過小な要求（仕事を与えない、能力とかけ離れた程度の低い仕事を命じ

る） 

オ 過大な要求（業務上明らかに不要なことや遂行不可能なことの強制・仕

事の妨害） 

カ 個の侵害（私的なことに過度に立ち入ること）

⑵ 職場において行われる、労働者の意に反する性的な言動に対する労働者の

対応により、当該労働者が労働条件について不利益を受けたり、性的な言動

により就業環境が害されること（以下、「セクシュアルハラスメント」とい

う。）をいう。 
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ア 性的な内容の発言（性的な事実関係を尋ねること、性的な内容の情報

を流布すること、性的な冗談やからかい、意に添わない性的誘いかけ、

好意的態度の要求等及び性的ないやがらせ行為など） 

イ 性的な行動（性的な事実関係を尋ねること、性的な内容の情報（噂）

を流布すること、性的な冗談やからかい、食事やデートへの執拗な誘い

及び個人的な性的体験談を話すことなど） 

（職場におけるハラスメント対策） 

第３条 事業所職員間及び事業所職員と取引業者、関係機関の職員又は利用者

及びその家族との間において、第２条に掲げるハラスメントの発生を防

止するため、次の各号に定める取り組みを行う。 

⑴ 日常的なコミュニケーションを取るよう努めるほか、定期的に面談やミ

ーティングを行い、風通しの良い職場環境や互いに助け合える労働者同士の

信頼関係を構築し、コミュニケーションの活性化を図る。 

⑵ 就業規則において、職場におけるハラスメントを行ってはならない旨の

方針を規定し、当該規定と併せて、職場におけるハラスメントの内容及びそ

の発生原因や背景について、周知・啓発を行う。 

⑶ 職場におけるハラスメントを行った者は、現行の就業規則に定められて

いる懲戒規定の適用の対象となる旨を従業者に周知・啓発する。 

⑷ ハラスメント防止に係る研修を全ての従業者に対し、定期的に実施する。 

⑸ ハラスメントに関する相談のための窓口（以下、「相談窓口」という。）を

設置し、従業者に周知する。 

（相談窓口の設置） 

第４条 第３条第１項第５号に規定する相談窓口は次のとおりとする。 

⑴ 事業所内相談窓口

○○事業所 管理者 氏名●● 

電話番号：▲▲－▲▲▲▲

⑵ 事業所外相談窓口

株式会社×× 人事部 氏名■■ 

電話番号：△△－△△△△

２ 担当者は、相談者の心身の状況やハラスメントが行われた際の受け止めな

どその認識に配慮しながら、広く相談に対応し、適切な対応を行うようにする。 

３ 担当者は、相談を受けた場合、その内容や状況に応じて、人事部門と連携を

図る。 

４ 担当者は相談を受けた場合の対応に関する研修を定期的に受講する。 

42



（ハラスメントが発生した場合の対応方法）

第５条 本事業所において、第２条に規定するハラスメントが発生した場合速

やかに次の措置を講じる 

⑴ 事案に係る事実関係を迅速かつ正確に確認する。

⑵ ハラスメントが生じた事実が確認できた場合においては、速やかに被害

者に対する配慮のための措置を適正に行う。 

⑶ ハラスメントが生じた事実が確認できた場合においては、行為者に対す

る措置を適正に行う。 

⑷ 改めて職場におけるハラスメントに関する方針を周知・啓発するなど再

発防止に努める。 

（職員研修） 

第６条 第３条第１項第４号に規定するハラスメント防止に係る研修について、

次のとおり行う。 

２ 前項の研修における内容は次のとおりとする。 

⑴ 従業者に対する本指針の内容の徹底

⑵ 事業所が提供する介護サービスの内容

⑶ 服装や身だしなみについて

３ 第１項に規定する研修は、従業者に対して入職時及び年１回実施する。 

附則 

この指針は令和４年１月１日から施行する。 
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業務継続計画（ＢＣＰ）
の策定について

1

１ 業務継続計画（ＢＣＰ）とは

 ＢＣＰとは、新型コロナウイルス等感染症や災害など不測
の事態が発生しても、

①重要な業務を中断させない
②中断しても可能な限り短い時間で復旧させる

ための方針、体制、手順等を示した計画のことをいう。

2
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・災害に係る業務継続計画
・感染症に係る業務継続計画

→２種の策定が必要
かつ、
研修及び訓練が必要

令和６年４月１日義務化。
３月３１日までは努力義務。

※ＢＣＰは作成後も継続的に検討・修正し、各施設・事業所の状況に即した
内容へと発展させていくこと、研修及び訓練は、すべての従業者が参加でき
るようにすることが望ましい。

※ＢＣＰの策定、研修及び訓練の実施については、他のサービス事業者との
連携等により行うことも差し支えないこととされている。

※また、災害及び感染症のＢＣＰを一体的に策定しても差し支えない。

●令和３年度介護報酬改定において

3

●ガイドライン及びひな形
 業務継続計画（ＢＣＰ）についての、ガイドライン、ひな形が厚生労働省ホーム
ページへ掲載されているため、それを参考に作成されたい。

 また、感染症に係るＢＣＰについては、入所系、通所系、訪問系と各サービスごと
のひな形が掲載されている。
・入所系→認知症対応型共同生活介護、地域密着型介護老人福祉施設等
・通所系→地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、（看護）小規模多機能型居宅介護等
・訪問系→定期巡回・随時対応型訪問介護看護、居宅介護支援等

・令和２年１２月厚生労働省老健局作成「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」

・令和２年１２月厚生労働省老健局作成「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継
続ガイドライン」

厚生労働省 「介護施設・事業所における業務継続計画（ＢＣＰ）作成支援に関する研修」
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/douga_00002.html

【参照】

4
解説動画も
あがっています。
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２ 自然災害発生時におけるＢＣＰ

利用者の多くは日常生活・健康管理、生命維持の大部分を介護
施設・事業所のサービスに依存している。
そのため、サービス提供が困難になることは利用者の生活・健
康・生命の支障へ直結する。

介護施設・事業所はサービス提供の維持・継続の必要
性が高く、ＢＣＰ作成など災害発生時の対応について
準備することが求められる。

5

自然災害発生時におけるＢＣＰの作成にあたってのフローチャート（全体像）

１．総論

（１）基本方針
（２）推進体制
（３）リスクの把握
①ハザードマップなどの
確認

②被害想定
（４）優先業務の選定
①優先する事業
②優先する業務
（５）研修・訓練の実施
ＢＣＰの検証・見直し

（今何をしておくか）
２．平常時の対応

（１）建物・設備の安全対策
①人が常駐する場所の耐震措置
②設備の耐震措置
③水害対策
（２）電気が止まった場合の対策
①自家発電機が設置されていな
い場合

②自家発電機が設置されている
場合

（３）ガスが止まった場合の対策
（４）水道が止まった場合の対策
①飲料水
②生活用水
（５）通信が麻痺した場合の対策
（６）システムが停止した場合の

対策
（７）衛生面（トイレ等）の対策
①トイレ対策
②汚物対策
（８）必需品の備蓄
在庫量、必要量の確認
（９）資金手当て

（１）ＢＣＰ発動基準
（２）行動基準
（３）対応体制
（４）対応拠点
（５）安否確認
①利用者の安否確認
②職員の安否確認

（６）職員の参集基準
（７）施設内外での避難場

所・避難方法
（８）重要業務の継続
（９）職員の管理
①休憩・宿泊場所
②勤務シフト
（１０）復旧対応
①破損個所の確認
②業者連絡先一覧の整備
③情報発信
【通所サービス固有事項】
【訪問サービス固有事項】
【居宅介護支援サービス固有
事項】

（どう行動するか）
３．緊急時の対応 ４．他施設との連携

（１）連携体制の構築
①連携先との協議
②連携協議書の締結
③地域のネットワーク等
の構築・参画

（２）連携対応
①事前準備
②入所者・利用者情報の
整理

③共同訓練

５．地域との連携

（１）被災時の職員派遣
（２）福祉避難所の運営
①福祉避難所の指定
②福祉避難所開設の事前
準備

6
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リスクの把握について

地震、風水害など災害のリスクを把握し、施設・事業所
に応じた検討が必要。

 様々な災害の種類のハザードマップ等を貼り、一通り
確認して添付しておくことが有用。

 ハザードマップ類は見直しが行われることがあるので、
定期的に確認し変更されていれば差し替えることも必
要である。

「介護施設・事業所における
自然災害発生時の業務継続ガ
イドライン」p.9～p.11参照

7

●ハザードマップ等参照サイト
 各市町のホームページ上
・豊明市 防災防犯対策課 https://www.city.toyoake.lg.jp/3464.htm

・日進市 防災交通課 https://www.city.nisshin.lg.jp/kurashi/sumai/bosai/bousaimap/6453.html

・みよし市 防災安全課 http://www.city.aichi-miyoshi.lg.jp/bosai/bousaimap.html

・⾧久手市 安心安全課 https://www.city.nagakute.lg.jp/soshiki/kurashibunkabu/anshinanzenka/1/2/bosai_category/bosai_map/1129.html

・東郷町 安全安心課 https://www.town.aichi-togo.lg.jp/anzen/anzen/kurashi_bousai/bousai/bousai/bousaimap.html

 ハザードマップポータルサイト
・国土交通省国土地理院 https://disaportal.gsi.go.jp/

→全国のハザードマップを一元的に検索することができる。

 Ｊ－ＳＨＩＳ Ｍａｐ 地震ハザードステーション
・国立研究開発法人 防災科学技術研究所 https://www.j-shis.bosai.go.jp/ 

→地震動予測地図（各地点が、どの程度の確率でどの程度揺れるのかについての分布を示した地図）を
確認することができる。

 愛知県統計型地理情報システム マップあいち
・愛知県 https://maps.pref.aichi.jp/

→水害情報マップや土砂災害情報マップなどを確認することができる。 8
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●自治体公表の被害想定 愛知県防災危機管理課 「愛知県防
災会議の結果をお知らせします」
https://www.pref.aichi.jp/soshiki/
bosai/0000072625.html

 南海トラフ巨大地震が発生した場合の被害想定
・平成26年5月 愛知県防災会議地震部会「平成23年度～25年度 愛知県東海地震・東南海地
震・南海地震等被害予測調査結果」において市町ごとに全壊・焼失棟数や死者数の想定がされて
いる。また、ライフラインの復旧見込みについては、愛知県全体で下記のとおり想定されている。

 ライフラインの復旧見込（過去地震最大想定モデル）
種類 ライフライン被害 復旧期間

上水道 被災直後で、最大約７０２万１千人、給水人口の約９割が断水すると想定さ
れている。 約６週間

下水道 発災１日後で、最大約３０２万７千人、処理人口の約６割が利用困難になる
と想定される。 約３週間

電力 被災直後で、最大約３７５万７千棟、需要棟数の約９割が停電すると想定さ
れる。 約１週間

通信
(固定電話)

被災直後で、固定電話は、最大約１２０万５千回線、需要回線数の約９割の
通話支障が想定される。 約１週間

通信
(携帯電話)

携帯電話は、基地局の非常用電源による電力供給が停止する発災１日後に停
波基地局率が最大８割に達すると想定される。 約１週間

都市ガス 被災直後で、最大約１６万９千戸、需要戸数の約１割が供給停止となると想
定される 約２週間

LPガス 被災直後で、最大約１６万２千世帯、需要世帯数の約２割で機能支障が生じ
ると想定される。 約１週間

※過去地震最大モデル:南海トラフで繰り返し発生している地震・津波のうち、発生したことが明らかで規模が大きいもの（宝
永、安政東海、安政南海、昭和東南海、昭和南海の５地震）を重ね合わせたモデルである。 9

平常時の対応まとめ

１．建物・設備の安全対策
（地震・水害）

□建物の建築年を確認し、1981年以前の建物は耐震補強を検討する。
□設備・什器類の転倒・転落・破損等の防止措置を講じておく。
□建物や設備類が浸水する危険性を確認し、対応策を記載する。

２．電気が止まった場合の対策 □被災時に稼働させるべき設備を記載する。
□「電気の確保策」「電気の代替策」の現状確認と対応策の検討を行い、記載する。

３．ガスが止まった場合の対策 □被災時に稼働させるべき設備と代替策を記載する。
４．水道が止まった場合の対策 □「飲料水」「生活用水」に分けて、それぞれ「確保策」「削減策」を記載する。
５．通信が麻痺した場合の対策 □被災時に施設内で実際に使用できる方法(携帯メール)などについて、使用可能台数、バッテリー容量や使用方

法等を記載する。
□利用者家族や職員、関係機関などの緊急連絡網を整備しておく。
（携帯電話／携帯メール／PHS／PCメール／SNS等）

６．システムが停止した場合の
対策

□電力供給停止などによりサーバ等がダウンした場合の対策や、データ類の喪失に備えてバックアップ等の方策
を記載する。

７．衛生面（トイレ等）の対策 □「利用者」「職員」双方のトイレ対策や汚物の処理方法を記載する。
８．必要品の備蓄 □被災時に必要な備品はリストに整理し、計画的に備蓄する。

□行政支援開始の目安である被災後３日目まで、自力で業務継続するための備蓄を行う。
□備蓄品によっては、賞味期限や使用期限があるため、担当者を決めて、定期的にメンテナンスを行い、リスト
を見直す。
□感染対策に係る資材、防護具等についても在庫量・必要量の管理を行い、数日分の備蓄を行うことが望ましい。

９．資金手当て □災害に備えた資金手当て（火災保険など）や緊急時に備えた手元資金等（現金）を記載する。

出典：２０２１年２月厚生労働省老健局 業務継続計画（BCP）作成支援指導者養成研修「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続計画
（BCP）作成のポイント ー 共通事項 ー＜概要編＞」

●介護サービスを中断させないためには、介護サービスを提供するにあたり必要な要素
（建物・設備、ライフライン）を守ることが重要

「介護施設・事業所における自然災害発生時
の業務継続ガイドライン」p.12～p.16参照

10
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緊急時の対応まとめ

１．BCP発動基準 □地震の場合、水害の場合等に分けてBCPを発動する基準を記載する。

２．行動基準 □災害発生時の行動基準を記載する。
３．対応体制 □対応体制や各班の役割を図示し、代替者を含めたメンバーを検討し、記載する。

４．対応拠点 □緊急時対応体制の拠点となる候補場所（安全かつ機能性の高い場所）を記載する。
５．安否確認 □利用者の安否確認方法を検討し、整理しておく。

□非番を含む職員の安否確認方法を複数検討し準備しておく。
６．職員の参集基準 □地図を活用し、被災時に徒歩で参集可能な職員数を確認する。

□自宅が被災した場合など、参集しなくてもよい場合についても検討し、記載することが望ましい。
７．施設内外での避難場所・避難方法 □一時的に避難する施設内・施設外の場所と、避難経路や誘導方法を記載する。

□津波や水害などによる浸水の危険性に備えて、垂直避難の方策を検討しておく。
□避難先で最低限のケアを継続するために必要な方策を検討しておく。
□勤務者の少ない祝祭日や夜間、あるいは荒天などの不利な状況も想定しておく。

８．重要業務の継続 □平常時の対応で選定した優先業務から、利用者の生命・健康を維持するために必要な特に重要な業務
の継続方法を記載する。
□被災想定（ライフラインの有無）と職員の出勤とを合わせて、時系列で記載する。

９．職員の管理 □休憩・宿泊場所の候補場所を検討し、指定しておく。
□職員の体調および負担の軽減に配慮して勤務体制を組むよう、災害時の勤務シフト原則を検討してお
く。

１０．復旧対応 □復旧作業が円滑に進むように施設の破損箇所の確認や各種業者連絡先一覧を整備。

出典：２０２１年２月厚生労働省老健局 業務継続計画（BCP）作成支援指導者養成研修「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続計画
（BCP）作成のポイント ー 共通事項 ー＜概要編＞」

●職員が不足し、ライフラインが停止することを踏まえ、重要業務をいかに優先して
取り組むかがポイント

「介護施設・事業所における自然災害発生時
の業務継続ガイドライン」p.17～p.24参照

11

各サービス固有事項

・耐震や水害対策
・緊急時の利用者や職員の安否確認 など

サービス種別に係わらず共通する点は多数ある

一方でサービスにおいて異なる点も多い
・通所サービス
・訪問サービス
・居宅介護支援サービス

各サービス固有事項の詳細については、
「介護施設・事業所における自然災害発生時
の業務継続ガイドライン」p.28～p.30参照

12
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３ 感染症発生時におけるＢＣＰ
感染症発生時におけるＢＣＰと自然災害におけるＢＣＰでは、被害の対象や期間に
違いが見られる。
・自然災害におけるＢＣＰ
→インフラ停止などによる通常業務の休止や、避難誘導・安否確認などによる災害
時業務の発生のため、通常の業務量が急減する。
・感染症発生時におけるＢＣＰ
→自身が感染したり、濃厚接触者になる等により出勤できなくなる職員が出てくる
が、業務が急減することはなく、むしろ感染対策等の業務が一時的に増加し、その
後対応可能業務量が徐々に減少していくと想定される。

感染症発生時におけるＢＣＰでは、
・職員不足時においては健康・身体・生命を守る機能を優先的に維持すること
・感染症（疑いを含む）が発生した場合においてもサービス提供を継続させること
が目的となる。

13

感染症発生時におけるＢＣＰの作成にあたってのフローチャート（全体像）

０．平時対応

（１）体制構築・整備
意思決定者・担当者の決定

（２）感染防止に向けた取組の実施
①最新情報（感染状況、政府や自
治体の動向等）の取集

②基本的な感染症対策の徹底
③入所者・職員の体調管理
④施設内出入り者の記録管理
⑤連絡先リストの作成・更新
（３）防護具、消毒液等備蓄品の確保

保管先・在庫量の確認、備蓄
（４）研修・訓練の実施
①ＢＣＰの共有
②ＢＣＰの内容に関する研修
③ＢＣＰの内容に沿った訓練
（５）ＢＣＰの検証・見直し

１．感染疑い者の発生

息苦しさ
倦怠感
発熱や咳等の風症状
いつもと違う様子
職員の健康状態
など

（１）第一報
①管理者への報告
②地域で身近な医療機関、受診相
談センターへ連絡

③施設内、法人内の情報共有
④指定権者への報告
⑤【通所系、訪問系】居宅介護支
援事業所への報告

⑥家族への報告

（２）感染疑い者への対応
【入所系】
①個別管理
②対応者の確認
③医療機関受診/施設内で検体採取
④体調不良者の確認

【通所系】
①利用休止
②医療機関受診
【訪問系】
①サービス提供の検討
②医療機関受診

（３）【入所系、通所系】消毒・清
掃等の実施
場所（居室、共用スペース等）、
方法の確認

２．初動対応
【通所系】休業の検討

３．検査

陽性

陰性

利用（入所）
継続

原則入院
① 都道府県、保健所等と調整
② 訪問サービス等の実施検討
③ 居宅介護支援事業所との調整
④ 利用者・家族への説明
⑤ 再開基準の明確化

４．感染拡大防止体制４．感染拡大防止体制
の確立

（詳細は次ページへ）

収束

全サービス共通
通所系
入所系、訪問系 14
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４．感染拡大防止体制の確立
（前ページより）

（１）保健所との連携
①濃厚接触者の特定への協力
②感染対策の指示を仰ぐ
③【入所系】併設サービスの休業

（２）濃厚接触者への対応
＜入所者・利用者＞
【入所系】
①健康管理の徹底
②個室対応
③担当職員の選定
④生活空間・動線の区分け
⑤ケアの実施内容・実施方法の確認

【通所系】
①自宅待機
②居宅介護支援事業所との調整

【訪問系】
ケアの実施内容・実施方法の確認

＜職員＞
自宅待機

（３）【入所系・訪問系】職員の確保
①施設内での勤務調整
②法人内での人員確保
③自治体・関係団体への依頼
④【入所系】滞在先の確保

（４）防護具、消毒液等の確保
①在庫量・必要量の確認
②調達先・調達方法の確認

（５）情報共有
①施設内・法人内での情報共有
②入所（利用）者・家族との情報共有
③自治体（指定権者・保健所）との情報共有
④関係業者等との情報共有

（６）【入所系・訪問系】業務内容の調整
提供サービスの検討（継続、変更等）

（７）過重労働・メンタルヘルス対応
①労務管理
②⾧時間労働対応
③コミュニケーション
④相談窓口

（８）情報発信
関係機関・地域・マスコミ等への説明・公表・取材対応

15

入所系サービス
 職員の確保
・勤務が必要な職員と休職が必要な職員の把握を行い、勤務調整を行う。また、基準等について
不測の事態の場合は指定権者へ相談の上調整を行う。
・緊急時やむを得ない対応として平時の業務以外の業務補助等への業務変更を行うなど、入所者
の安全確保に努めるシフト管理を期間を限定した対応で行う。
・同一法人からの支援、近隣の事業所からの人員の確保を行う。応援職員に「してほしい業務」
「説明すべきこと」を決めておく。
・自施設、法人内の調整でも職員の不足が見込まれる場合は自治体や関係団体へ連絡し、応援職
員を依頼する。
・感染者発生時の施設運営、マネジメントについて管理者が中心となって対応すべきものである
が、施設単独で行うには困難を伴う場合には早めに都道府県等に専門家の派遣を依頼する。

・業務が回らなくなってからではなく、不足が見込まれる場合は早めに対応を考える。
・症状がある場合に、職員が無理をして出勤することがないような環境づくりに努める。
・夜勤帯は特に人員が不足しやすく、防護具の着用について相互確認が難しい場合もあるため、特
段注意を払って行う。
・職員体制の確保は特に重要となるため、日頃からシミュレーションを実施することも有用である。

「介護施設・事業所における新型コ
ロナウイルス感染症発生時の業務継
続ガイドライン」p.10～p.18参照

16
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通所系サービス
 休業の検討
【都道府県、保健所等と調整】
・保健所から休業要請があればそれに従う。
・感染者の人数、濃厚接触者の状況、勤務可能な職員の人数、消毒の実施状況等に応じて休業を検討
する指標を明確にしておく。
【訪問サービス等の実施検討】
・利用者のニーズや対応可能な職員に応じて、訪問サービスの実施を検討する。
・訪問サービスが必要な利用者の優先度、およびケアの内容を事前に検討しておくことが望ましい。
【居宅介護支援事業所との調整】
・業務停止日と業務再開日、休業中の対応（訪問サービス提供の有無）について居宅介護支援事業所
に情報提供し、利用者の代替サービス確保に努める。
【利用者・家族への説明】
・業務停止日と業務再開日を提示、業務停止期間における事業所窓口等を明示、また、業務停止中の
消毒等の情報や従業員の対応について説明を行う。できる限り文書により提示することが望ましい。
【再開基準の明確化】
・保健所からの休業要請の場合は、再開の基準も併せて確認する。
・停止期間中の事業所内における消毒等の環境整備や従業員の健康状態より停止期間として定めた期
間を経過した場合、業務を再開する。

「介護施設・事業所における新型コ
ロナウイルス感染症発生時の業務継
続ガイドライン」p.19～p.24参照

17

訪問系サービス

 濃厚接触者への対応について
・居宅介護支援事業所を通じて保健所とも相談し、生活に必要なサービスを確保、
訪問介護等の必要性の再検討等を行う。
・担当となる職員への説明と理解を得たうえで、サービス内容の提供できる職員を
選定し、出来る限り当該利用者へ対応する職員の数を制限するよう努める。
 職員の確保
・感染者、濃厚接触者となることで職員の不足が想定され、勤務可能な職員を確認
するとともに、職員の不足が見込まれる場合は、法人内での調整、自治体や関係団
体への要請を行う。
 業務内容の調整
・居宅介護支援事業所や保健所と相談した上で、訪問時間を可能な限り短くする等、
感染防止策に留意した上でサービス提供を行う。

「介護施設・事業所におけ
る新型コロナウイルス感染
症発生時の業務継続ガイド
ライン」p.25～p.29参照

18
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４ 研修及び訓練の実施
【研修】

①業務継続計画の具体的内容を職員間に共有を図る。
②平常時の対応の必要性や、緊急時の対応にかかる理解の励行を行う。
③実施内容を記録する。

【訓練】
感染症や災害が発生した場合において迅速に行動できるように、
①役割分担の確認
②感染症や災害が発生した場合に実践するケアの演習等
を定期的に実施する。

※感染症の業務継続計画に係る研修及び訓練については、感染症の予防及びまん延
防止のための研修と一体的に実施することも差し支えない。

訓練の実施手法は問わないもの
の、机上及び実地で実施するも
のを適切に組み合わせながら実
施することが適切である。

19

４ 研修及び訓練の実施

【開催頻度】
認知症対応型共同生活介護

年２回以上地域密着型介護老人福祉
施設入所者生活介護
定期巡回・随時対応型訪問介護

年１回以上

地域密着型通所介護
認知症対応型通所介護
小規模多機能型居宅介護
看護小規模多機能型居宅介護
居宅介護支援
介護予防支援

※研修及び訓練はそれぞれ災害発
生時、感染症発生時で左記の頻度
で開催する必要がある。

※新規採用時には別で研修を実施
することが望ましい。

20
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まとめ

 業務継続計画（ＢＣＰ）は、自然災害や感染症など不測の事
態が発生した場合に、介護サービスを中断させない、中断し
た場合は速やかに復旧させるための計画をいう。

平常時の準備が重要

21
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介護現場における感染対策について

1

●感染について●
• 感染とは
病気の原因となるようなウイルスや細菌などが、宿主と

なる人や動物の体の中に入り、臓器や組織の中で増殖する
こと。

• 感染症とは
感染の結果、熱が出たり、下痢になったり、具合が悪く

なること。
平成11年４月に施行された感染症法により、感染力や罹

患した場合の重篤性に基づいて危険度が高い順に、一類か
ら五類感染症に分類される。
なお、分類されていない感染症や新たな感染症等のまん

延に迅速に対応できるように新型インフルエンザ等感染症、
指定感染症及び新感染症の区分が設けられている。

2
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●感染対策の原則●
• 感染成立の３要因と感染対策
感染症は①病原体（感染源）②感染経路③宿主の３つの要因が揃

うことで感染する。
感染対策においては、これらの要因のうちひとつでも取り除くこと

が重要であり、特に「感染経路の遮断」は感染拡大防止のためにも重
要な対策となる。

感染経路の遮断

病原体（感染源）の排除 宿主の抵抗力の向上

感染経路

宿主病原体
（感染源）

病原体を…
持ち込まない
持ち出さない
拡げない

感染症の原因に近づかない
嘔吐物や排泄物など感染症の

原因となる可能性のある感染源
には素手で触らない。

免疫力の向上
日ごろからの十分な栄養と睡眠
ワクチン接種

3

介護現場における感染対策が
より強く求められる。

●介護サービスでの感染対策の重要性について●
利用者は…

介護サービスは…

・高齢又は基礎疾患があり、感染への抵抗力が低下している。
・認知機能が低下していることにより感染対策への協力が難しい。

などの特徴を持つ方が多い。

・介護施設や事業所、自宅などを組み合わせて提供される。
・一人の職員が複数の利用者を担当することから、職員を介して感染が
広がることもある。
・人々の生活の場に密着したサービスである。

4
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●令和３年度介護制度の改定について
すべての介護サービスについて、感染症の予防及び
まん延防止のための措置の実施が義務付けられた。

施設系サービス

その他サービス

現行の委員会の開催、指針の整備、研修の実施等
に加え、訓練（シミュレーション）の実施

委員会の開催、指針の整備、研修の実施、
訓練（シミュレーション）の実施等

※３年間の経過期間があり、令和６年３月31日までは努力義務。

5

●サービス種別感染対策基準一覧

地域密着型特養※注１

通所系サービス
小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護
グループホーム※注２

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

居宅介護支援
居宅介護予防支援

感染対策

感染症又は食中毒の発生、まん延防止のた
めの以下の措置の実施
①委員会の開催（概ね３月に１回）、その
結果の周知
②指針の整備
③研修の実施（年２回以上）
④訓練（シミュレーション）の実施

感染症又は食中毒の発生、まん延の防止
のための以下の措置の実施

感染症の発生またはまん延防止のた
めの以下の措置を実施

①委員会の開催（概ね６月に１回）、その結果の周知
②指針の整備
③研修の定期的な実施（年１回以上）
※グループホーム、地域密着型特定施設は年２回以上

④訓練（シミュレーション）の実施

衛生管理
・設備等及び飲用水に衛生上必要な措置の
実施
・医薬品及び医療機器の適切な管理

設備等及び飲用水に衛生上必要な措置の
実施

従業者の清潔の保持、
健康状態の必要な管理

根拠 基準第１５１条
基準第３３条

準用（基準第６１、８８、１０８、
１２９、１８２条）

基準第３条の３１
準用（基準第１８条）
基準②第２１条の２
基準③第２０条の２

6

※基準（指定密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準）
基準②（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準）
基準③（指定介護支援予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準）

※注１ 以下「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護」を「地域密着型特養」とする。
※注２ 以下「認知症対応型共同生活介護」を「グループホーム」とする。
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①委員会の開催
• 感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会
（以下「感染対策委員会」という。）

・おおむね6月に１回以上定期的に開催
※地域密着型特養は３月に１回以上

・感染対策担当者を決めておくことが必要
・開催についてテレビ電話等の活用が可能
・委員会の結果については介護従業者に周知
・ 他の会議体を設置している場合、一体的な設置・運用が可能

7

※居宅介護支援事業所の従業者が１名である場合は、指針を整備することで、委員会
を開催しないことも差し支えない。この場合にあっては、指針の整備について、外部
の感染管理等の専門家等と積極的に連携することが望ましい。

①委員会の開催
・感染症対策委員会について
委員は幅広い職種により構成
※感染症対策の知識を有する者については外部の者も含め積極的な参画を得ることが望ましい。

利用者の状況や感染症の流行時期等を勘案して開催

（出典）高齢者介護施設における感染対策マニュアル改訂版（２０１９年３月） 8
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①委員会の開催
・テレビ電話装置等の活用について

利用目的の特定、通知や個人情報の第三者提供など
医療・介護事業者の義務などが定められています。

電子的な情報を扱う際の責任のあり方や情報の基本的な安全管
理などが定められています。

上記のガイダンスやガイドラインなどを遵守すること。

「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイ
ダンス」（個人情報保護委員会・厚生労働省）

「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」（厚生労働省）

9

（出典）高齢者介護施設における感染対策マニュアル改訂版（２０１９年３月）

①委員会の開催

・感染症対策委員会の結果の周知について
各部門の委員会構成メンバーにより職制を通じて伝達
緊急度や目的に合わせて複数の周知方法を作成
全員が見やすいところに掲示物を貼るなどの工夫
実際に行動しやすくするため具体的な行動を明記

10
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②指針の整備

• 感染症の予防及びまん延防止のための指針の整備

指針に規定すべき内容

【平常時の対応】

【発生時の対応】

事業所内の衛生管理（環境の整備等）
ケアにかかる感染対策（手洗い、標準的な予防策）など

発生状況の把握、感染拡大の防止
医療機関や保健所、市町村などの関係機関との連携
行政などへの報告
発生時における上記関係機関や事業所内の連絡体制の整備・明記

指針の項目の記載内容の例に
ついては、「介護現場におけ
る感染対策の手引き」を参照
ください。手引きのP190に指
針（例）がありますので参考
とし、事業所の実態に即した
指針を作成ください。 11

③研修及び訓練の実施

• 感染症の予防及びまん延の防止のための研修について
【内容】感染対策の基礎的内容などの普及・啓発

指針に基づいた衛生管理、ケアの励行
【頻度】年１回以上
※地域密着型特養、グループホームは年２回以上

新規採用時には感染対策研修を実施

研修の実施は、「介護施設・事業所の職員向け感染症対策
力向上のための研修教材」（厚生労働省）などを活用し、事
業所内で行うものでも差し支えない。
また、研修の実施内容は記録をすること。 12
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③研修及び訓練の実施

• 訓練について
【内容】感染症が実際に発生した場合を想定

発生時の対応を訓練（シミュレーション）する
具体的には… 感染対策の指針・研修内容に基づいて

・事業所内の役割分担の確認
・感染対策をした上でのケアの演習

【頻度】年１回以上
※地域密着型特養、グループホームは年２回以上

訓練の実施は、机上を含め実施手法は問われないものの机上及
び実地で実施するものを適切に組み合わせることが望ましい。

13

●感染対策のために必要なこと●
【管理者】

・高齢者、サービスの特性と形態に応じた感染症の特徴の理解

・感染対策に対する正しい知識（予防、発生時の対応）の習得

・自治体などの関係機関との連携体制の構築

・委託業者や実習生、面会者などの外部者の管理

・介護施設・事業所内の危機管理体制の構築

感染対策委員会の設置

業務継続計画（BCP）の作成

緊急時連絡網の作成 など

・介護施設・事業所内での感染対策の実践

感染対策委員会の開催

指針とマニュアルの策定

職員などを対象とした研修の実施

物品や設備整備 など

・職員の労務管理

職員の健康管理や職員が感染症にかかったときに療養に専念できる人的環境の整備など 14
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●感染対策のために必要なこと●

【介護職員】

・高齢者、サービスの特性と形態に応じた感染症の特徴の理解

・感染対策に対する正しい知識（予防、発生時の対応など）の習得

・日常業務における感染対策の実践

・感染源や媒介者にならないための自身の健康管理

【利用者】

・普段と比べて変化がある場合は、かかりつけ医やケアマネジャーな
どへの早期の連絡、相談

・必要に応じてサービス利用の見合わせ

15

●まとめ●

介護サービスは人々の生活の場に密着した
サービスであり、利用者や職員の健康を守るこ
とは地域の暮らしを守ることにもつながります。

令和３年度の介護制度の改定を
ふまえた感染対策を実施できるよう
体制の整備を進めてください。

（参考）介護現場における感染対策の手引き（第２版）
高齢者介護施設における感染対策マニュアル改訂版（2019年3月）
指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準及び解釈通知
指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める基準
指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のため
の効果的な支援の方法に関する基準等を定める基準

16
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介護現場における
高齢者虐待防止の対応

1

●高齢者虐待を防止するために●

【高齢者虐待防止法】(※)

・国等の責務

・養護者による虐待の防止

・介護従事者等による虐待の防止 等を定めている。

・成年後見の利用促進

※正式には、「高齢者虐待の防止、高齢者の擁護者に対する支援等に関する法律」

高齢者の尊厳を保持し、権利利益を擁護する。
そのために行政の役割や国民の通報義務等を定める。

2
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●介護従事者に求められること●

【未然防止】

研修を行い、尊厳の保持・人格の尊重、適切な対応等を理解

させることで、虐待を起こりにくくする。

【早期発見】

虐待を発見しやすい立場にいることを自覚し、発見した際に

速やかに行動できるよう相談体制、通報窓口を周知する。

【迅速かつ適切な対応】

発見した場合は速やかに市町村に通報し、市町村の調査等(※)

に協力する。再発防止策を講じる。

※虐待の調査や認定は市町村が主体となって行う。
3

●虐待防止のために必要な措置とは●

①委員会の開催

②担当者の設置

③指針の整備

④研修の実施

⑤運営規程への追加

令和６年４月１日義務化!!
３月３１日までは努力義務なので、
その間に整備しましょう!

・高齢者虐待防止法
・「市町村・都道府県における
高齢者虐待への対応と養護者
支援について（平成３０年３月
厚生労働省老健局）」

参考資料等を利用し適切な対応を
確認しながら、指針を整備しま
しょう。

【参考資料】

4
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①委員会の開催

【運営のポイント】

 メンバー

管理者を含む様々な職種で構成

するのが良い。事業所外の専門家

を委員として活用できると良い。

 開催方法

「定期的に」開催する。頻度の

定めはないので、事業所ごとに

定める。

他の委員会等と一体で開催して

もよい。

【検討すべき内容】

 虐待防止委員会その他事業所内の組織
に関すること

 指針の整備に関すること

 虐待防止のための職員研修の内容に関
すること

 従業者が虐待等について相談・報告で
きる体制整備に関すること

 市町村への通報が迅速かつ適切に行わ
れるための方法に関すること

 虐待の発生原因等の分析と再発防止策
に関すること

 再発防止策を講じた際の効果について
の評価に関すること

★虐待や虐待防止に組織的に対応する。
★「定期的に」開催すること。

虐待発生時は定期とは別に臨時委員会
を開催することも検討する! 5

②担当者の設置

 事業所の実情に応じて、相談受付の担当者、虐待対応の責任者等複数
名の担当を設置してもよい。

 具体的な検討は委員会で行うため、担当者は素案の作成、議題の提案
等の下準備を行う。

 相談受付窓口や、受付後の報告・通報体制等を整備し、組織的に対応
できる体制づくり、指針の整備等に向け素案の作成を行う。

★「専任の」担当者を設置する。

★委員会の責任者と同一の従業者が良い。

検討・決定は虐待防止検討委員会で！
担当者は素案作成や議題提案等の下準備を行う！

6
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③指針の整備

 虐待防止に関する基本的考え方

 委員会その他事業所内の組織

 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針

 虐待等が発生した場合の相談・報告体制

 成年後見制度の利用支援

 虐待等に係る苦情解決方法

 利用者等に対する指針の閲覧

 その他虐待防止の推進に必要な事項

★事業所としての対応方針を明らかにする。

★従業員へ広く知らせる。

【盛り込むべき項目】

定めるだけでなく従業員らに
事務所の方針や体制、対応方法を
理解させることが大切！！！

7

④研修の実施
【開催頻度】
地域密着型特養

年２回以上
認知症対応型共同生活介護

定期巡回・随時対応型訪問介護

年１回以上

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

居宅介護支援

介護予防支援

【手順】

①研修プログラムの作成
年間計画や、年次ごとにつけ
させたい知識を定め計画化する等

②実施
外部研修へ参加させるか、事業所
内で研修を開催する。

③記録
実施内容を記録する。研修を受け
ていない者に供覧するのも良い。

★定期的に実施し、従業者に適切な知識をつけさせる。
★新規採用時は別途研修を実施すること。

従業者らが、自分たちで虐待をしていないか、周囲で虐待が起こって
いないかを考え、適切に行動する知識を身につけさせましょう！

8

72



⑤運営規程への追加

【追加すべき内容の例】

・組織内の体制

責任者の選定、従業者への研修方法や研修計画等

・虐待（又は疑わしい事案）が発生した場合の対応方法 等

定めるだけでは意味がありません！
事業所内に周知し、虐待を未然に防止し、
早期発見・早期対応のできる事業所にしましょう！

★定めた内容を事務所内外に周知する。

9

●まとめ●

 高齢者の尊厳と権利を守るため、高齢者虐待をしない・させな
い環境を整えることが求められている。

 高齢者虐待（疑いを含む）を発見したらすぐに市町村へ通報す
ること。絶対に、事業所のみで虐待かどうかを判断しない。

 高齢者虐待を防止し、また発見時適切かつ迅速に対応するため、
介護事業所は体制を整えること。

 事業所としての対応方針や体制、委員会で検討した内容は、従
業者へ周知し、事業所が一丸となって対応できるようにするこ
と。

 指針作成時のポイントについては、別紙を参照。

10
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〇〇〇事業所虐待防止のための指針 

 

１ 基本的な考え方 

〇〇〇事業所（以下「事業所」という。）は、利用者の権利擁護のため、高齢者虐待（以下「虐待」

という。）を防止するとともに、虐待の早期発見・早期対応に努め、利用者が介護サービスを適切に利

用できるように支援する。 

 

〇基本的な考え方には、事業所としてどのように虐待防止に取り組んでいくかを記載します。この例

文のとおりでなくても良いので、事務所としての方針を記載しましょう。 

 

２ 虐待の定義 

 虐待に該当する行為の定義は、次のとおりとする。 

 (1) 養護者による虐待 

    養護者が利用者に対して行う次に掲げる行為とする。 

   1) 身体的虐待 

     高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。 

   2) 介護・世話の放棄・放任 

高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置、養護者以外の同居人による虐待行

為の放置など、養護を著しく怠ること。 

   3) 心理的虐待 

高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他高齢者に著しい心理的外傷を与え

る言動を行うこと。 

   4) 性的虐待 

     高齢者にわいせつな行為をすること又は利用者にわいせつな行為をさせること。 

   5) 経済的虐待 

養護者又は高齢者の親族が、当該高齢者の財産を不当に処分することその他当該高齢者から

不当に財産上の利益を得ること。 

(2) 職員による虐待 

職員（介護従事者以外も含む。以下同じ。）が利用者に対して行う次の各号の行為とする。 

   1) 身体的虐待 

     利用者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。 

   2) 介護・世話の放棄・放任 

利用者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置その他の利用者を養護すべき職務上

の義務を著しく怠ること。 

   3) 心理的虐待 

利用者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他利用者に著しい心理的外傷を与え

る言動を行うこと。 

   4) 性的虐待 

     利用者にわいせつな行為をすること又は利用者にわいせつな行為をさせること。 

   5) 経済的虐待 

利用者の財産を不当に処分することその他当該利用者から不当に財産上の利益を得ること。 

 

参考例 
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〇参考例を作るにあたって、何を「虐待」とするかわかりやすいよう定義の項目を作りました。指定

基準の定めるべき項目には入っていませんが、どのような虐待を想定しているのか表示する意味で

も、記載しておくと良いでしょう。 

 

３ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織について 

 事業所は、虐待の防止及び早期発見に組織的に取り組み、虐待が発生した場合は再発を確実に防止

することを目的に次のとおり虐待防止検討委員会（以下、「委員会」という。）を設置する。 

(1) 委員会の構成 

  1) 委員会の委員長は、管理者とする。 

  2) 委員会の委員は、生活相談員・看護師・介護リーダー・〇〇〇とする。 

 

〇委員長、委員については、それぞれの事業所の体制に合わせて選定してください。職名も事業所の

人数の取り決めはありませんが、幅広い職種で構成しましょう。 

〇外部の虐待防止の専門家に参加してもらえると、専門家として、また第三者として組織の対応につ

いて意見をもらえます。 

〇他のサービス事業者と連携して行うこともできます。 

 

(2) 委員会の審議事項 

  1) 委員会その他事業所内の組織に関すること 

2) 虐待防止のための指針の整備に関すること 

  3) 虐待防止のための職員研修に関すること 

  4) 虐待についての相談・報告体制の整備に関すること 

  5) 虐待発生時の対応方法に関すること 

6) 虐待の発生時の再発防止策に関すること 

7) 再発防止策の効果についての評価に関すること 

  8) その他虐待防止に関すること 

 

〇審議する内容については、項目が定められています。指針の変更や研修内容等、虐待防止に係る内

容を決定するときは、必ず委員会で検討を行ってください。 

 

(3) 委員会の開催 

委員会は、年〇回以上開催し、虐待発生時については都度開催する。 

 

〇回数について定めはありませんが、回数を定め定期的に開催してください。 

〇審議する内容に再発防止策の検討がありますので、虐待が発生した場合は、定期開催を待たず臨時

で開催してください。定期・臨時の別に関わらず、会議を開催した記録として会議録を作成し、審

議内容や決定事項が後でも確認できるようにしましょう。 

 ※会議録がないと、人の入れ替わりとともに検討・決定の経緯がわからなくなってしまうことが想

定されるため、検討内容や決定事項を記録で残すようにしておくと良いでしょう。 
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４ 職員研修について 

 (1) 事業所は、職員が虐待防止に関する基礎的な知識を身に着け、利用者の権利擁護に対する認識を

深めることができるよう職員研修を次のとおり開催する。 

  1) 新規採用：採用後〇か月以内 

  2) 継続研修：年〇回以上 

 (2) 職員研修の開催は、虐待防止に関する外部研修等への参加に代えることができることとする。 

(3) 事業所は、前２号の研修に職員を積極的に参加させるように努めることとする。 

 

〇虐待を防止するためには、どういった行動が虐待にあたるのか等の適切な知識を持ったうえで利用

者のケアにあたることも重要です。 

〇虐待を行わないことはもちろんですが、起こってしまった場合にも早期に発見し、対応ができるよ

う、虐待のサインや発見した場合の対応、介護従事者の責務等の様々な知識を習得させるよう職員

に研修を受けさせてください。 

〇研修は、定期的な開催の目安が提示されていますので、各事業所年１回以上（認知症対応型共同生

活介護、地域密着型特養は年２回以上）で回数を設定してください。内部で行う勉強会等も研修に

含むことができます。 

〇研修の結果は、記録に残してください。レポートの提出や、資料のファイリングなど方法は問いま

せん。また、参加できない人がいる場合は、研修資料を供覧する等して情報を共有しましょう。 

 

５ 虐待等が発生した場合の対応方法について 

  事業所は、虐待の発生を把握した場合に、次のとおり対応する。 

 (1) 利用者、その家族、職員等から虐待の相談又は報告を受けたときは、本指針に基づき適切に対応 

する。 

(2) 虐待が発生した場合（疑いを含む。）には、速やかに市町村に通報し、市町村の行う事実確認に

協力する。 

(3) 職員による虐待が判明した場合は、役職位の如何を問わず、厳正に対処する。 

(4) 虐待の事実が確認された場合は、委員会を開催し、再発防止策の検討又その効果の評価を行い、

虐待の原因の除去と再発防止に努めることとする。 

〇「市町村・都道府県における高齢者虐待への対応と養護者支援について（平成３０年３月 厚生労

働省老健局）」参考に対応を定めましょう。 

【掲載場所：https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000200478.html】 

〇高齢者虐待防止法第２１条に定められた通り、介護従事者には虐待通報の義務が課せられていま

す。虐待又は、疑わしい事案を発見した場合は、必ず「市町村へ通報」しましょう。 

〇虐待の調査・認定は、市町村が行います。事業所の方は、調査へ協力していただくようお願いいた

します。通報の必要性（事故ではないか等）の確認のため経緯を確認する程度は構いませんが、確

実に虐待であることを確かめるための調査をする必要はありませんので、速やかに通報してくださ

い。 

 

６ 虐待に関する相談・報告体制について 

 事業所は、本指針による虐待防止に関する措置を適切に実施するため、虐待受付担当者（以下「担

当者」という。）を置き、次のとおり対応するものとする。 

(1) 職員が他の職員による虐待を発見した場合は、担当者へ速やかに報告する。虐待者が担当者本人
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であった場合には、その上席に報告する。 

(2) 担当者は、受付記録を作成し管理者へ報告する。また、その後の経過についても適宜記録を作成

する。 

(3) 管理者は、担当者からの報告等により虐待の事実（疑いを含む。）を把握した場合は、速やかに市

町村へ通報し、市町村の行う事実確認に協力する。 

(4) 管理者は、発見者の情報について秘匿した上で経過等の記録を委員会において提示し、当該事案

の検証、再発防止策の作成を行う。 

(5) 事業所は、検討した再発防止策を職員等に周知する。 

 

〇虐待対応の記録は必ず取るようにしてください。記録を保管するときは、担当者・責任者以外が見

ることのないよう保管場所や保管方法に注意してください。（鍵付きのキャビネットに保管する等） 

〇発見者が従業員だった場合、報告したことをもって不当な扱いを受けることがないよう対処してく

ださい。また、従業員同士の関係を守るためにも、担当者・責任者以外の者に発見者の情報が渡ら

ないよう注意してください。 

〇再発防止策は委員会にて検討した結果は、職員へ周知し、事業所全体で同一の対応が取れるように

してください。委員会で検討し、再発防止策を決定しても、実施にケアをする人間が知らなければ

何の意味もありません。 

 

７ 成年後見制度等の利用支援について 

 事業所は、利用者又はその家族に対して、成年後見制度等について説明し、必要に応じて〇〇市成

年後見支援センター、社会福祉協議会等の相談窓口に適切につながるよう支援に努める。 

  

〇経済的虐待や詐欺等、利用者の財産が不当に扱われることを防ぐため、意思決定や財産の管理が困

難な利用者がいる場合は、成年後見制度や日常生活自立支援事業等の制度を説明しましょう。 

〇説明するだけでは、制度につながらない場合は、相談窓口の連絡先や所在を伝えるだけでなく、利

用者等の同意を得て利用者の情報を事前に相談窓口に伝える等の調整を行い、窓口につながるよう

にしましょう。 

〇市町村ごとに相談窓口が違うので、利用者の在住市町によってどこに相談するのか情報をあらかじ

め集めておきましょう。 

 

８ 苦情解決方法について 

  事業所は、苦情受付担当者を置き、苦情解決に向けて対応する。虐待に関する苦情相談があった場

合や、苦情内容から虐待が疑われる場合においては、担当者と連携できるよう次のとおり対応する。 

(1) 苦情受付担当者は、虐待に関する苦情相談があった場合は、相談を受け付け、管理者に報告する。 

 (2) 苦情受付担当者は、管理者に報告後、担当者と情報を共有する。その後の虐待発生時の対応につ

いては担当者が行う。 

 (3) 管理者及び苦情受付担当者は、相談者に不利益が生じないよう相談者の個人情報の取扱いに細心

の注意を払う。 
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〇虐待の相談が、「苦情」という形で入ってくることもあります。その際にも苦情受付の担当者と連

携して対応できるよう、役割分担をあらかじめ決めておきましょう。 

〇この時も、相談者の情報が洩れることのないよう情報管理には注意してください。 

９ 利用者に対する指針の閲覧について 

事業所は、本指針をいつでも閲覧できるように文書の掲示を行う。また、事業所ホームページに掲

載し、いつでも閲覧が可能な状態とする。 

〇ホームページを開設している場合を想定し、掲載の記載を入れています。掲載しない場合、ホーム

ページを開設していない場合は、「また、事業所ホームページに…」の記載は削除してください。 

10 その他虐待の防止の推進について 

(1) 事業所は、虐待防止に関する情報の収集に努め、常に適切な支援、対応ができるよう体制を整備

する。 

(2) 職員が、養護者による虐待を発見した場合又は担当者が養護者による虐待に関する相談若しくは

報告を受けた場合の対応は、本指針を準用し、適切に対応することとする。 

(3) 事業所は、虐待が発生した場合に早期に発見できるよう以下の取り組みを実施する。

1) 利用者の様子を日頃から観察し、変化を迅速に察知できるよう努める。

2) 虐待の証拠の有無に関わらず、虐待が疑われる場合には市町村に通報を行う。

3) 事業所は、虐待を発見した者が解雇等その他不当な扱いを受けることがないよう、発見者に関

する情報の取扱いには細心の注意を払う。

(4) 本指針に定めのない事項については、委員会にて協議する。

〇１～９までの項目で定めていないことは、この項目で定めましょう。 

〇この指針は職員による虐待を防止するため、また職員による虐待を早期発見し対応するために定め

るものですが、居宅サービスでは養護者による虐待に対応が必要になる可能性もありますので、養

護者による虐待を発見した場合について、この項目か、「５ 虐待等が発生した場合の対応方法に

ついて」の中で、(2)のように定めておくと良いでしょう。 

 附 則 

この指針は、令和〇年〇月〇日から施行する。 

〇１つ目の附則には、作成日を入れましょう。 

〇今後、委員会で内容を検討し変更する場合は、変更日の附則を足していきましょう。その場合は、

毎回「  附 則」を付け、２行目に「この指針は、令和〇年△月△日から施行する。」と記載して

ください。（運営規程と同じです。） 
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事故報告状況について

1

◆介護保険サービス事業者
介護サービス提供時に発生した事故等について、適切な
対応の確保や再発防止策の検討を行うこと
◆保険者
報告された介護事故情報を収集・分析・公表し、広く介
護保険サービス事業者等に対し、安全対策に有用な情報を
共有すること

●事故報告について●

介護事故の発生防止・再発防止及び介護サービスの改善
サービスの質の向上に資すると考えられるため

【目的】

2
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事故報告書の作成にあたっての視点

① 発生状況の把握

② 事故の原因分析

③ 再発防止策

3

① 発生状況の把握

事故報告書のもととなるのは、発生状況の把握です。

まずは、事故発生時の正確な時間、職員・利用者の状
況把握が重要となります。

状況の把握の後に、介護事故の原因を探ります。

4
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② 事故の原因分析

ア 利用者本人側の要因
加齢による身体機能の低下、認知機能の低下に加
え、日々の体調や精神状況の変化が挙げられます。

イ 介護スタッフ側の要因
スタッフの技術・知識の不足やスタッフ同士の連
携の不十分さなどが挙げられます。

ウ 介護が行われる現場・設備の要因
段差の存在やその人に合わない福祉用具を使用し
ていたなどが挙げられます。

5

③ 再発防止策

３つの要因が複合的に絡まって、介護事故が発生します。

事故の原因を分析する際に、それぞれの要因ごとに適切
な取組を検討し実施することが再発防止のために有用とな
ります。

6
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≪参考≫
介護保険最新情報Vol.９４３（令和３年３月１９日）

「介護保険施設等における事故の報告様式等について」

国により事故報告書の様式が示されたため、尾三地
区においても、新しい事故報告の様式を作成しました。
尾三地区介護保険事業者の皆様方については、新様

式（別添エクセルファイル「事故報告様式.xls」）に
て提出をお願いいたします。

様式

7

　事故報告書　（事業者→保険者）

※第１報は、少なくとも1から6までについては可能な限り記載し、事故発生後速やかに、５日以内を目安に提出すること

※選択肢については該当する項目をチェックし、該当する項目が複数ある場合は全て選択すること

☐ 第1報 ☐  第 報 ☐ 最終報告 提出日：西暦  年  月  日

※第１報=最終報告になる場合は第1報及び最終報告にチェックしてください。

事故状況の程度 ☐ ☐ 入院 ☐ 死亡 ☐ その他（ ）

死亡に至った場合
死亡年月日

西暦 年 月 日

法人名

事業所（施設）名 事業所番号

サービス種別

連絡先（ＴＥＬ）

氏名 年齢 性別： ☐ 男性 ☐ 女性

被保険

者番号 生年月日 西暦 年 月 日

サービス提供開始日 西暦 年 月 日 保険者

住所

☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐
要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 事業

対象者

自立

☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐
Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ M

発生日時 西暦 年 月 日 時 分頃（24時間表記）

☐ 居室（個室） ☐ 居室（多床室） ☐ トイレ ☐ 廊下

☐ 食堂等共用部 ☐ 浴室・脱衣室 ☐ 機能訓練室 ☐ 施設敷地内の建物外

☐ 敷地外 ☐

☐ 転倒 ☐ 異食・誤飲 □ 不明

☐ 転落 ☐ 誤薬、与薬もれ等 ☐ その他（ ）

☐ 誤嚥・窒息 ☐ 医療処置関連（チューブ抜去等）

発生時状況、事故内

容の詳細

その他

特記すべき事項

4

事
故

の

概
要

発生場所

事故の種別

その他（   ）

（   ）   ―

※第１報の時点で事故処理が終了している場合は、１から８（必要に応じて９）までを記載した第１報をもって
最終報告とすることができる

2
事

業
所

の

概
要

担当者氏名

要介護度

認知症高齢者

日常生活自立度

3
対

象
者

身体状況

氏名・年齢・性別

被保険者番号・生年月

日

□事業所所在地と同じ（   ）

1事故

状況

所在地

 受診(外来･往診)、自施設で応急処置

発生時の対応

受診方法 ☐  施設内の医師(配置医含む)が対応 ☐
受診

(外来･往診)
☐ 救急搬送 ☐ その他（ ）

受診先

診断名

☐ 切傷・擦過傷 □ 打撲・捻挫・脱臼 ☐ 骨折(部位： ）

□ その他（  ）

受傷部位

検査、処置等の概要

利用者の状況

☐ 配偶者 ☐ 子、子の配偶者 ☐ その他（ ）

西暦 年 月 日

☐ 他の自治体 ☐ 警察 ☐ その他

自治体名（ ） 警察署名（ ） 名称（ ）

本人、家族、関係先

等
への追加対応予定

9 その他
特記すべき事項

報告した家族等の
続柄

連絡した関係機関

(連絡した場合のみ)

7 事故の原因分析
（本人要因、職員要因、環境要因の分

析）

（できるだけ具体的に記載すること）

8 再発防止策

（手順変更、環境変更、その他の対
応、

再発防止策の評価時期および結果等）

（できるだけ具体的に記載すること）

報告年月日

連絡先（電話番号）

6

事
故

発
生

後
の

状
況

家族等への報告

5

事
故

発
生

時
の

対
応

医療機関名

診断内容

新様式の詳細については、別添エクセルファイル
（事故報告様式.xsl)をご参照ください。

8
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こんなことありませんか?

・ 事故の報告が記録されていない

・ 「その後の経過」「原因の分析」「再発防止のた
めの取り組み」が記録されていない

・ 事業所として再発防止のための取り組みが不十分
である

・ 市町村等への報告がない
9

【まとめ】

・ 利用者の行動パターンを把握し、転倒などの事
故リスクをどのように軽減するか、日頃から職員
間で情報を共有すること

・ 介護スタッフ側の要因、環境の要因もあること
から適切に分析し、再発防止策を講じること

・ 事故発生時には、結果的に大事に至らなかった
場合でも、病院受診を行い医師の診断を仰ぐなど
日頃からのリスクマネジメントを徹底すること

10
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介護保険サービス事業者における事故発生時の報告の取扱いについて 

介護サービス事業者等は、各サービスごとに定められている事業の人員、設備及び運営に

関する基準により、サービスの提供によって事故が発生した場合は市町村等へ報告しなけれ

ばならない。 

参考 

・「事業の人員、設備及び運営に関する基準」

  （平成11年3月31日付け厚生省令第37号から第41号） 

・「介護保険サービス事業者における事故報告等発生時の報告の取り扱いについて」

  （令和３年12月17日付け愛知県福祉局長通知） 

・「介護保険施設等における事故の報告様式等について」

  （介護保険最新情報 Vol.943 令和３年３月19日） 

１ 対象 

介護保険指定事業者及び基準該当サービス事業者（以下、「事業者」という。）が行う

介護保険適用サービスとする。 

２ 報告を要する事故等 

各事業者は、次の①～④の場合、市町村に報告を行うこととする。 

報 告 事 項 区 分 報 告 内 容 説 明 

① サービスの提供による利用

者のケガ又は死亡事故の発

生 

・医師（施設の勤務医、配置医（以下、「勤務医等」という。）を含む）

の診断を受け投薬、処置等何らかの治療が必要となった事故及び死

亡事故については、原則として全て報告すること。

※擦過傷や打撲など比較的軽易なケガは除く。

※勤務医等がいる施設においては、「勤務医等がいない場合に、外

部受診させる程度か否か」で判断すること。 

・上記以外、ケガにより利用者とトラブルが発生することが予測され

る場合や利用者に見舞金や賠償金を支払った場合とする。 

・「サービスの提供による」とは、送迎・通院中も含むものとする。 

・利用者が病気等により死亡した場合であっても後日トラブルが生

じる可能性が認められるものは報告するものとする。 

② 食中毒及び感染症の発生 ・ＭＲＳＡ、疥癬、インフルエンザ、結核、その他の感染症が発

生した場合とする。 

・関連する法に定める届け出義務がある場合はこれに従うものと

する。 

③ 職員（従業者）の法令違

反・不祥事件等の発生 

・利用者の処遇に影響があるものとする。

（例：利用者からの預り金の横領、個人情報の紛失等） 

④ その他、報告が必要と認め

られる事故の発生 

・例、利用者等の保有する財産の滅失等
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３ 事故報告の手順 

初期対応 

・利用者の保護や必要な処置、医療機関へ連絡・搬送する。

・家族や関係機関（マネジメント事業所等）へ連絡する。

※死亡等の重大事故の場合

事故発生報告 

・事故発生後、速やかに保険者等に事故の概要について報告する。【電話等】

原因の特定 

・事故の発生状況や対応経過について、関係職員が記録する。

・記録に基づき、事業所内で検討し、事故原因を特定する。

利用者・家族等へ説明

・事故に関する経過や原因等を事実に基づき、利用者、家族説明する。

事故発生報告

・第１報（重大事故の場合、第２報以降）は別紙様式内の１から６の項目までについて可

能な限り記載し、事故発生後速やかに、遅くとも５日以内を目安に事故報告書を提出す

る。【持参、郵送、メール、FAX】 

再発防止策等の検討 

・事故に関する記録や原因に基づき、必要な事故再発防止対策の検討や事故防止委員会を

開催する。 

利用者・家族等へ説明 

・利用者、家族への説明、合意を図る。

最終事故報告 

・事故処理が終了した時に、最終報告をする。【持参、郵送、メール、FAX】

再発防止策の実施・周知 

・事故再発防止対策の実施と事業所等内の研修を行う。
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４ 報告先 

事業者は、事故等が発生した場合、次の双方へ報告をする。 

① 被保険者の属する保険者（市町村）

② 事業所が所在する保険者（市町村）
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令和３年度 介護サービス事故発生状況報告について

 本報告は、令和３年中（令和３年１月１日から令和３年１２月３１日）に尾三地区（日進市、みよし市、東

郷町、豊明市、長久手市）の市町に提出のあった事故報告を集計したものである。

１ 令和３年 事故報告書受付件数 計 ２９１件

  （うち、新型コロナ感染症に関する報告書数 ２７件）

２ サービス事業者ごとの事故報告件数（新型コロナ感染症を除く）

 〈表１〉                     〈図１〉

サービス事業者ごとに事故報告書の提出があった件数を集計したものである。

介護老人福祉施設、介護老人保健施設からの報告が最も多く、有料老人ホーム・サービス付き高齢者住宅、特

定施設入居者生活介護、グループホームといった居住系サービスについても報告が多い。通所介護等の在宅サー

ビスでの報告も一定程度ある。

 事故報告の取扱いの性質から介護老人福祉施設、介護老人保健施設といった施設系サービスの報告数が特に

多い。施設系や居住系の報告が多い理由として、２４時間・３６５日介護しているため、事故のリスクが高い

ものであると考えられる。

サービス事業者（サービス種別） 件数 割合 

介護老人福祉施設

（地域密着型含む）
84 31.8% 

介護老人保健施設 68 25.8% 
有料老人ホーム

・サ高住
31 11.7% 

特定施設入居者生活介護 19 7.2% 

グループホーム 17 6.4% 

短期入所生活介護 16 6.1% 
通所介護

（地域密着型含む）
16 6.1% 

介護医療院 3 1.1% 
小規模多機能型居宅介護 3 1.1% 
福祉用具貸与 3 1.1% 
通所リハ 1 0.4% 
訪問介護 1 0.4% 
訪問看護 1 0.4% 
介護予防 1 0.4% 
合計 264 100.0% 

介護老人福祉施設

（地域密着型含む）

介護老人保健施設

有料老人ホーム

・サ高住

特定施設入居者

生活介護

グループホーム

短期入所生活介護

通所介護

（地域密着型含む）
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３ 事故の種類 
  〈表２〉                     〈図２〉 

 

 
 
 新型コロナ感染症に関する報告書数２７件を除く２６４件について、事故の種類を集計したものである。 
 ケガ（骨折、打撲、切傷、表皮剥離、擦過傷、捻挫）を伴う事故については２０３件（７６．９％）と全体の

４分の３を占める。 
高齢でのケガは利用者の身体に負担となり ADL の著しい低下を引き起こすため、未然に防ぐことが重要であ

る。また、不祥事としては不正アクセスによる情報流出等がある。他、医療機関を受診した場合は異常がなくと

も事故報告すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 

事故の種類 件数 割合 

骨折 137 51.9% 
打撲 32 12.1% 
切傷 24 9.1% 
表皮剥離 6 2.3% 
擦過傷 3 1.1% 
捻挫 1 0.4% 
体調不良 13 4.9% 
転倒 12 4.5% 
誤嚥・誤飲 6 2.3% 
死亡 6 2.3% 
その他 6 2.3% 
意識喪失 5 1.9% 
不祥事 4 1.5% 
一人歩き 3 1.1% 
発熱 2 0.8% 
利用者のけんか 
暴力 

2 0.8% 

異食 1 0.4% 
誤薬 1 0.4% 
合計 264 100.0% 

骨折

打撲

切傷

表皮剥離

擦過傷

捻挫 体調不良

転倒

誤嚥・誤飲

死亡
その他

意識喪失
不祥事

一人歩き
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４ ケガの部位

〈表３〉 

ケガの部位 件数 割合 

足 83 40.9% 
頭部顔面 47 23.2% 
腕 25 12.3% 
胸部等 19 9.4% 
腰部 17 8.4% 
手足指 10 4.9% 
脊椎等 1 0.5% 
その他 1 0.5% 
合計 203 100.0% 

ケガの部位を集計したものある。

ケガの部位としては、足が８３件（４０．９％）と最も多く、頭部顔面４７件、腕２５件と続く。

足の骨折は ADL の低下や生活するための移動に関わる部分であるため活動意欲の低下につながる。また、頭

部顔面への受傷は命への危険性と直結するため、軽症であっても病院受診を検討すること。

５ ケガ発見の経緯

〈表４〉   〈図４〉

ケガ発見の経緯 件数 割合 

訪室・巡回 54 26.6% 
食事中や見守り介助中の

自転
29 14.3% 

音 29 14.3% 
本人より 23 11.3% 
声 17 8.4% 
介助中の発見 9 4.4% 
職員の不注意 9 4.4% 
発見 9 4.4% 
センサー

センサーマット
9 4.4% 

他者からの報告 5 2.5% 
不明 6 3.0% 
ナースコール 4 2.0% 
計 203 100.0% 

ケガ発見の経緯を集計したものである。

 訪室・巡回は５４件（２６．６％）と最も多く、全体の４分の１を占める。見守り中等の自転、音や声を

聞いてかけつけることも多い。 

 訪室・巡回時には異常がないことを前提に行動することは控えること。また、食事中や見守り介助の移動

中の自転でのケガも多い。介助中に発見することもあることから、日頃から利用者の身体の状況を把握して

おくこと。また、職員の不注意として、おむつ交換の体位変換時に腕が下敷きになり骨折に至った例がある。 

〈図３〉

足

頭部顔面

腕

胸部等

腰部

手足指

訪室・巡回

食事中や見守り

介助中の自転

音

本人より

声

介助中の発見

職員の不注意

発見

センサー

センサーマット

他者からの報告
不明

ナースコール
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６ ケガの発生・発見場所 

〈表５〉  〈図５〉 

ケガの発生・発見場所を集計したものである。

 居室が１０１件（４９．８％）と全体の半分を占める。トイレ、廊下等、利用者が自ら移動中に転倒しケ

ガをする報告も多い。 

 巡回やおむつ交換での訪室時に、ベッドサイドから転倒している例が多くみられる。また、不明とあるの

は、ケガはしているが、どのタイミングでケガをしたのか不明であり、場所を特定できないためである。 

【まとめ】 

 令和３年中の事故の事故報告では、居室内での転倒による骨折が多くを占めた。施設系や居住系サービス

は２４時間３６５日にわたって常に事故発生のリスクが潜んでいることから、利用者の行動パターンを把

握し、転倒などの事故のリスクをどのように軽減するか、日頃から職員間で情報を共有することが重要であ

る。 

事故発生時には、結果的に大事になかった場合でも、病院受診を行い医師の診断を仰ぐなど日頃からのリ

スクマネジメントの徹底をすること。

ケガ発生発見の場所 件数 割合 

居室 101 49.8% 
トイレ 26 12.8% 
不明 17 8.4% 
ホール、フロア、

リビング
16 7.9% 

廊下 12 5.9% 
食堂 10 4.9% 
浴室・脱衣所 8 3.9% 
その他施設内 3 1.5% 
乗降・乗車中 3 1.5% 
自宅 3 1.5% 
外 2 1.0% 
施設敷地内 1 0.5% 
施設外 1 0.5% 
合計 203 100.0% 

居室

トイレ

不明

ホール、フロア、

リビング

廊下

食堂

浴室・脱衣所

その他施設内

乗降・乗車中

自宅
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